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は じ め に

少子高齢化の進展をはじめ、社会経済情勢が急速に変化するなかで、持続

可能な活力ある社会を維持していくためには、男女がともに人権を尊重し、

責任を分かち合いながら、その個性と能力を最大限に発揮することができる

男女共同参画社会の実現が重要な課題となっています。

国においては、平成２８年４月に「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律」が完全施行され、従業員３０１人以上の企業等に、女性活躍に

関する行動計画の策定と公表を義務づけるなど、男女共同参画社会の推進に

向けた大きな動きがありました。

本県においては、平成１６年３月制定の「群馬県男女共同参画推進条例」

や平成２８年３月策定の「群馬県男女共同参画基本計画（第４次）」に基づき、

男女共同参画施策を総合的・計画的に進めているところですが、平成２８年

度は、地域における様々な企業・団体等と連携して「ぐんま女性活躍大応援

団」を設置し、女性への応援メッセージを発信しているほか、女性活躍推進

フォーラムや女性表彰を実施するなど、女性の活躍推進を県民運動として展

開するため取り組んでまいりました。平成２９年度についても、さらなる女

性の活躍推進に向け、引き続き各種事業に取り組んでいるところです。

この年次報告書は、群馬県男女共同参画推進条例第７条に基づき、本県の

平成２８年度男女共同参画の推進状況、県の施策の実施状況及び平成２９年

度に実施する施策を取りまとめたものです。

本書が多くの皆様に男女共同参画社会についての理解と関心を深めていた

だく資料として活用していただければ幸いです。

平成２９年１１月

群馬県生活文化スポーツ部人権男女・多文化共生課長 星野 真弓
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第１部 男女共同参画の推進に関する施策の推進状況

１ 平成２８年度に講じた主な施策の推進状況

（１）群馬県男女共同参画推進委員会

群馬県男女共同参画推進条例の規定に基づき、基本計画その他の男女共同参画に関する基本的かつ

総合的な施策及び重要事項を調査審議するために委員会が設置されています。委員の内訳は、学識経

験者４名、各分野代表９名、公募２名の計１５名です。

平成２８年度における委員会開催状況(開催回数 ３回)

開催日 審 議 内 容

平成28年 7月 1日 ・群馬県男女共同参画基本計画（第４次）について
・平成２７年度ぐんま女性活躍大応援団事業実績について
・平成２８年度の主な実施事業について

平成28年11月 7日 ・男女共同参画の年次報告について
・平成２８年度実施事業の進捗状況について
・ぐんまＤＶ対策基本計画（第３次）の中間年評価について

平成29年 2月 8日 ・ぐんまＤＶ対策基本計画（第３次）の目標値等の見直しについて
・平成２８年度事業の実施状況及び平成２９年度実施予定事業について

（２）男女共同参画フェスティバル

男女共同参画社会への理解を深めるために、「男女共同

参画週間」にちなんで、群馬県女性団体連絡協議会と共催

し、「男女共同参画フェスティバル」を開催しました。

・期 日：平成２８年６月２５日（土）

・会 場：ぐんま男女共同参画センター

・テーマ：「輝こう 群馬の女と男」
ひと ひと

～みんなで紡ぐ ぐんまの未来～

・内 容：展示、啓発グッズ配布、バザー、お茶席

シンポジウム

「ぐんまの元気は女性の活躍から～パートⅢ」

・基調講演：群馬労働局雇用環境・均等室長 宮村 雅江氏

・パネルディスカッション

パネリスト：群馬労働局雇用環境・均等室長 宮村 雅江氏

日本政策金融公庫前橋支店長 武者 雄二氏

国際ウイメン日本協会理事 吉川 真由美氏

株式会社今井酒造店会長 今井 亞子氏

コーディネーター：群馬県立女子大学教授 小林 良江氏

・参加者：４６５名

男女共同参画週間とは

男女共同参画社会基本法の施行（平成１１年６月２３日）を記念して、毎年６月２３日から２９日までの期間

を「男女共同参画週間」と定め、法律の目的及び基本理念に関する国民の理解を深めるため国、地方公共団体が全

国で様々な行事を開催しています。

シンポジウム
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（３）男女共同参画推進員の設置

社会人が一日の活動時間の多くを過ごす職場における男女共同参画の推進は、地域や家庭にも大き

く影響するため、男女共同参画社会の実現に極めて重要な意味を持ちます。

「群馬県男女共同参画推進条例」に規定された「男女共同参画推進員」は、職場における男女共同

参画推進の中心人物となっていただく方で、平成２９年３月３１日現在、４５４事業所において設置

されています。県は情報の提供等により、推進員の取組を支援しています。

（４）事業所の男女共同参画推進事業

群馬県立女子大学、群馬大学、共愛学園前橋国際大学、高崎経済大学と連携し、各大学の特色を活

かした各界ロールモデルのヒアリング調査を実施し、取組の好事例などを情報発信しました。

① 事業所訪問及び取材：県内７事業所、２校

② 成果発表：平成２８年１１月１１日開催「ぐんま女性活躍推進フォーラム」内で学生によるロール

モデル訪問成果発表（ロールモデル等の紹介及び事業所等の取り組み）を実施。

（５）ぐんま女性活躍大応援団事業

地域のあらゆる分野での女性の活躍を推進し、「すべての女性が輝く社会」をつくるため、地域ぐる

みで女性活躍応援の輪を広げる取組を行いました。

①「ぐんま女性活躍大応援団」の設置

県内に所在し、女性の活躍推進活躍応援の趣旨に賛同する企業・団体等から「女性活躍応援メッセ

ージ」を募集し、企業・団体等名とともに県ホームページで発信することで、本県における女性活躍

応援の県民運動を展開しました。（平成２８年度：２３０団体）

②ぐんま女性活躍大応援団実行委員会

女性活躍推進に関わる様々な関連団体で構成し、「大応援団」の行う具体的な事業を企画・検討、実

施するとともに、効果検証・課題整理等を行いました。（年３回開催）

③ぐんま女性活躍推進フォーラム

輝く女性ロールモデルの発信・好事例の発表等を交えながら、女性の活躍を実現するための方策を検

討し、あらゆる分野で女性が活躍する機運の醸成を目指し開催しました。

・期日：平成２８年１１月１１日（金）

・場所：群馬県公社総合ビル

・内容：

ぐんま輝く女性表彰

講演：「企業の成長と女性の活躍～Diversity for Growth～」

櫻田謙悟氏（SOMPOホールディングス株グループCEO 取締役社長）

学生によるロールモデル発表

パネルディスカッション「男女ともに活躍できる群馬をめざして」

・参加者：一般県民（県内企業・ＮＰＯ・地域団体関係者、女性団体関係者、学生等含む）２７０名

事業者訪問 成果発表
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④ぐんま輝く女性表彰

女性の活躍推進に関する取組が顕著である団体・個人を表彰しました。

・ぐんま輝く女性功労賞：１名

（原則として５年以上にわたり男女共同参画の推進に積極的に取り組んでおり、他の模範であると

認められる個人を表彰）

・ぐんま輝く女性チャレンジ賞：２名、１団体

（起業、ＮＰＯ法人での活動、地域活動等にチャレンジすることで輝いている女性個人・女性団体

を表彰）

・ぐんま輝く女性支援賞：１名

（女性のチャレンジについて積極的な支援を行っている個人・団体を表彰）

平成２８年１１月１１日開催「ぐんま女性活躍推進フォーラム」内にて表彰。

（６）ぐんま女性ネットワーク会議

各分野で活躍する女性リーダーの人材育成を図るとともに女性リーダー同士のネットワーク化を図

り、勉強会や情報交換等により資質向上を図るなど、女性活躍促進について取組を行いました。

（全３回、参加者：各１８人）

（７）男性にとっての男女共同参画会議

意見交換やワークショップ等により、男性が思うように家事・育児等に参画するためにどのような事

業が必要か、男性の視点からの事業提案を行いました。

（全３回、参加者：各１３人）

（８）女性に対する暴力根絶及び被害者支援のための取組

男女共同参画社会実現のための大きな障害である女性に対する暴力を根絶し、被害者を支援するた

め、平成２８年度に実施した主な取組は次のとおりです。

①啓発冊子等の作成・配布

県民の理解を促すため、一般県民向けのＤＶ防止啓発冊子及びＤＶ相談窓口一覧カードを作成し、

市町村、県有施設等に配布するとともに、若年者からのＤＶ予防を図るために、若者向け啓発冊子を

作成し、県内中学、高校及び大学等に配布しました。

②中学・高校・大学等へのＤＶ防止啓発講師派遣

若年期に正しい知識と理解を深めることがＤＶ防止につな

がることから、中学・高校・大学等にデートＤＶ防止の啓発

のための講師を派遣しました。

・派遣実績：１３校

さらに、教育委員会と連携し、学校指導者向けの研修を実施

しました。

・平成28年度子どもの体と心を理解するための実践講座

・期日：平成28年7月28日、場所：群馬会館ホール

・出席者：252名（県内公立・私立学校の教職員・養護教諭等）

表彰式パネルディスカッション基調講演

デートＤＶ講座
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③民間団体及び関係機関との連携

・民間団体支援

被害者の保護や自立支援を行う民間団体に対し、シェルターの家賃等の補助を行ったほか、自立支

援のための各種手続き等への同行支援に対し補助を行いました。

交付実績（平成２８年度） ３件 １,１０８千円

・関係機関との連携

裁判所、法務局、検察庁、県警、女性相談所、民間支援団体、母子生活支援施設、保健福祉事務所

弁護士会等で組織する「女性に対する暴力被害者支援機関ネットワーク会議」を開催しました。

④ＤＶ被害者等地域生活定着支援事業

民間シェルター等退所後のＤＶ被害者が、地域で自立していくために必要な支援を実施することに

より、地域における支援体制の枠組みを構築しました。

⑤女性に対する暴力をなくす運動

女性に対する暴力根絶のための啓発活動として、ポスター・リーフレットの掲示・配布や県ＨＰ等

による広報活動を実施しました。

⑥相談事業

女性相談センター、女性相談所において、暴力被害女性に対する相談を実施しました。

相談日時 平日 ９時～２０時 土日祝 １３時～１７時

相談件数 ４，０００件（うちＤＶ相談 １，４８５件）

※うち男性ＤＶ相談 ２件（うちＤＶ相談 １件）

⑦被害者保護・自立支援

保護を必要とする被害女性については、女性相談所の一時保護所及び三山寮（婦人保護施設）にお

いて保護及び自立支援を行いました。

・一時保護所 要保護女子：実人員 ３９人、延べ人員 ４５２人

同 伴 児 童：実人員 ３９人 延べ人員 ３８２人

・三山寮 要保護女子：実人員 １５人、延べ人員 ７６８人

同 伴 児 童：実人員 １５人 延べ人員 ９８３人

女性に対する暴力をなくす運動について

毎年１１月１２日から２５日（女性に対する暴力撤廃国際日）までの２週間を「女性に対する暴力をなく

す運動」の期間として、国や地方公共団体等が様々な運動を展開しています。

「女性に対する暴力撤廃国際日」（１１月２５日）は１９９９年１２月、国連総会で指定されました。

１９６１年のこの日にドミニカ共和国の政治活動家であったミラバル三姉妹が惨殺されたことにちなんで

います。

（９）男女共同参画の推進に関する意見の受付

「群馬県男女共同参画推進条例」第１０条では、県民及び事業者が男女共同参画に関連する施策に

ついて、県へ意見を申し出ることができる旨定めています。

・平成２８年度：０件
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（10）男女共同参画講演会（ぐんま男女共同参画センター）

① とらいあんぐるん大学連携講座

大学と連携し、男女共同参画の視点から社会を見つめ直す機会を持っていただくため、東京家政大

学女性未来研究所と共催で、県民の方を対象とした全４回の連続講座を開催しました。（対象：男女共

同参画に興味のある方、参加者：延べ２０５人、会場：ぐんま男女共同参画センター）

期日 内容（テーマ） 講 師 参加人数

１１月 ２日（水）講義／鏑木毅が「山と健康」を語る 鏑木毅さん ７９人
（プロトレイルランナー）

１１月２０日（日）講義／神山雄一郞が「健康と体育」 神山雄一郞さん ２９人
を語る （群馬県立女子大学名誉教授）

１２月１１日（日）講義／石田良恵が「生きる力」を語 石田良恵さん ４７人
る （日本ウェルネススポーツ大学教授）

１２月１８日（日）講義／私とスポーツ・オリンピック 樋口恵子さん ５０人
～樋口恵子が「相撲」「マラソン」（東京家政大学女性未来研究所長）
を語る～

② 市町村等との共催による男女共同参画講演会

より多くの方に男女共同参画の知識を身につけていただくため、ぐんま男女共同参画センターの所

在地以外の地域と連携して講演会を行っています。平成２８年度は中之条町と共催で吾妻地域を中心

とした県民の方を対象に開催しました。

(会場:中之条町ツインプラザ）

期日 内容（テーマ） 講師 参加人数

１０月２３日（日）講演会／女性の生き方と声の力 吉川美代子さん １７６人
（キャスター、アナウンサー）

吉川美代子講師
会場の様子

鏑木毅講師樋口恵子講師会場の様子

- 5 -



③ 群馬県新規採用職員研修

男女共同参画は、職員として習得すべき基礎的なテーマであることから、県自治研修センターが行

う研修の一環として実施しました。（対象：県新規採用職員、会場：群馬県自治研修センター）

期日 内容（テーマ） 講師 参加人数

５月２６日（木）講義／男女共同参画 大森昭生さん １５９人
(共愛学園前橋国際大学学長･教授)

④ とらいあんぐるんＬＧＢＴ講演会

性的少数者に対する正しい理解・認識を深め、本県における多様な性のあり方を認め合う社会づく

りの輪を広げていくことを目的とした講演会を、人権男女・多文化共生課と開催しました。（会場:ぐ

んま男女共同参画センター）

期日 内容（テーマ） 講師 参加人数

７月２２日（金）講演会／ＬＧＢＴってなんだろう？ 藥師実芳さん ８７人
～多様な性をもつ子どもも ありの （ＮＰＯ法人ＲｅＢｉｔ代表理事）
ままで育てる地域について考える～

（11）活動支援事業（ぐんま男女共同参画センター）

① 協働事業

センター利用団体等、日頃から男女共同参画社会の形成に向けた活動を行っているグループ・団体

と連携・協働し、以下の５事業を実施しました。

期日 内容【協働団体】 講師 会場 参加人数

５月２２日（日）実習「子育てを一緒に楽しもう～手 高橋さゆりさん ぐんま男女 ２６家族
形づくり教室～」 （玉村町･和い輪いネ 共同参画セ ７８人
【玉村町・和い輪いネットワーク】 ットワーク代表） ンター

会場の様子 藥師実芳講師

会場の様子 大森昭生講師
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７月 ９日（土）講義「保護者向け『ケータイ・スマ 新籾久美子さん ぐんま男女 １２人
ホ安全教室』」 （ケータイ・スマホの 共同参画セ
【群馬県母子寡婦福祉協議会】 安全教室インストラク ンター

ター）

２月 １日（水）講演会「定年後の自立と地域おこし 唐澤紀雄さん ぐんま男女 １０７人
～高齢社会を楽しく生きる知恵～」 （中之条町大塚さわ 共同参画セ
【群馬県地域婦人団体連合会】 やかクラブ会長） ンター

２月１１日（土）実習「家族のコミュニケーションア 星野かをるさん 前橋市第二 ５組
ップ！『親子料理教室』」 （管理栄養士） コミュニテ １８人
【私たちの未来を考える会】 ィセンター

２月２２日（水）実技「ＨＵＧ(避難所運営ゲーム)」 赤羽潤子さん 群馬県勤労 ２８人
研修会 （日本防災士会群馬県 福祉センタ
【群馬県生活協同組合連合会女性協 支部副支部長・ＮＰＯ ー
議会】 法人わんだふる代表理

事）、ほかスタッフ

② １２市男女共同参画担当者情報交換会

県と１２市における男女共同参画に関する情報の共有を主な目的として情報交換会を開催しました。

（対象：１２市の男女共同参画担当者・県担当者、期日：７月１３日（水）・２月１７日（金）、会場:

ぐんま男女共同参画センター）

（12）女性のチャレンジ支援事業（ぐんま男女共同参画センター）

① 女子高校生理工系進路選択支援事業「リコ・チャレ・ぐんま２０１６」

女性の進出が少ない理工系分野の進路選択の魅力について、女子高校生やそのその保護者に伝える

取り組みを県内の大学や企業の協力を得て実施しました。（２８年度対象校：県立太田女子高校）

期日 内容（テーマ） 講師 会 場 参加人数

７月２１日（木）企業訪問と女性技術者との交流 明星電気(株)社員 明星電気(株) 生徒
２４人

９月 ８日（木）講演会／理工系女子の活躍最前線 石間経章さん 太田市学習文化セ 保護者
（群馬大学大学 ンター １３８人
院理工学府教授）

１１月１９日（土）講義と実験／渡良瀬の銅を調べよ 板橋英之さん 県立太田女子高 生徒
う！ （群馬大学大学 校 ２３人

院理工学府教授）

ケータイ・スマホ安全教室 ＨＵＧ(避難所運営ゲーム)研修会定年後の自立と地域おこし
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② キャリア形成支援事業「女性のためのハッピーキャリア大研究」

参加者がこれまでのキャリアを振り返り、個人のキャリアと社会のつながりから、新しい一歩を踏

み出すためのきっかけづくりを支援する講座を開催しました。（参加者：延べ３６人、会場：ぐんま男

女共同参画センター）

期日 内 容 講 師 参加人数

１０月２２日（土）講義とワークショップ／入門編 安齋徹さん ７人

（群馬県立女子大学教授）

１月２８日（土）講義とワークショップ／基礎編 ２９人

③ 女性の起業･創業支援事業「女性のための起業入門セミナー」

起業を目指す女性を対象に、起業についての基礎的な知識を提供し、女性目線での新規事業の開発

や展開を支援する講座を商政課と共催で開催しました。（参加者：２８人（ 延べ７４人）、会場：ぐん

ま男女共同参画センター） ※内閣府地域女性活躍推進交付金事業

期日 内 容 講 師 参加人数

１２月 ３日（土）講義／創業の「いろは」を学びまし 吉川真由美さん ２６人

ょう （中小企業診断士）

１２月１０日（土）講義／「ビジネスプラン」の重要性 田子宏美さん ２５人

① （中小企業診断士・税理士）

１２月１７日（土）講義／「ビジネスプラン」の重要性 ２３人

②

各 日 個別相談会（希望者） 各日講師 ９人

板橋教授による講義と実験
企業訪問の様子

保護者向け講演会

ワークショップ（入門編）
ワークショップ（基礎編） 安齋徹講師
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④ 「とらいあんぐるんサロン」女性の交流・ネットワーク構築

起業等のキャリアアップをめざす女性によるネットワークを構築し、情報交換等による女性の交流

・キャリア形成を支援するため、講義やワークショップと交流会を開催しました。（会場：ぐんま男女

共同参画センター）

※内閣府地域女性活躍推進交付金事業

期日 内容（テーマ） 講 師 参加人数

９月 ３日（土）ワールドカフェ／夢を持つ女性のた 武者雄二さん ２４人
めの交流会～創めの一歩 （日本政策金融公庫支店長）

日本政策金融公庫前橋支店、県信用保証協会、県内創業支援機関の女性職員
県産業支援機構、商政課と共催

１０月２９日（土）講義とワークショップ／よくばり人 阿部奈穂子さん ２５人

生のすすめ～仕事も家庭もあきらめ（オリーブ･アンド･パートナーズ代表）

ない～

交流会

２月１２日（日）講義／誰にでも「居場所と出番」の 大橋志帆さん １４人

ある地域づくり～はじまりは共感か （自主研究会「テレワーク･カフェ」

ら～ 代表）

交流会

３月 ４日（土）講義とワークショップ／やりたいこ 矢口真紀さん ２５人

と×地域にいいことで仕事を創る（ｃｈｏｉｎａｃａ代表・プランナー）

｢ちょいなか流｣小さく楽しい創業の

ススメ

各 日 個別相談会（希望者） 各日講師 ７人

※９月３日を除く

阿部奈穂子講師 矢口真紀講師大橋志帆講師

田子宏美講師
吉川真由美講師 夢マップの作成
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（13）男性参画プロジェクト（ぐんま男女共同参画センター）

① 男性のワークライフバランスセミナー（家庭参画）

男性の「育児参画」と｢仕事と子育ての両立｣を促進するとともに、｢イクメン｣を切り口に男女共同参

画を考えてもらうことを目的とした講座を開催しました。（対象：男性）、会場：ぐんま男女共同参画セ

ンター）

期日 内容（テーマ） 講師 参加人数

７月 ２日（土）講演会／目指せモテパパ！今どき男 吉田大樹さん １１組
性のワークライフバランス (ＮＰＯ法人グリーンパパプロジェ ２４人
実習／親子で楽しむバルーンアート教室 クト代表)ほかスタッフ

２月２６日（日）講演会／神山一成(日本銀行前橋支 神山一成(日本銀行前橋支店長) １３人
店長)の子育て奮闘記～育休とった
(過去形)、子育て真っ最中(現在進
行形)
交流会

② 男性のワークライフバランスセミナー（介護）

「仕事と介護の両立」をテーマに、これからの男性の介護について考え、学ぶことを目的としたセミ

ナーを開催しました。（対象：男性）、会場：ぐんま男女共同参画センター）

期日 内容（テーマ） 講師 参加人数

１１月 ９日（水）講義／介護離職しない、させない～ 和氣美枝さん ２３人
突然の介護であわてないために～ (ワーク＆ケアバランス研究所主宰兼(一社)介護

離職防止対策促進機構代表理事)

和氣美枝講師
講義

吉田大樹講師 バルーンアート教室 神山一成講師
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（14）人材育成事業（ぐんま男女共同参画センター）

① とらいあんぐるん防災基礎講座

防災・減災に対する基礎的な知識と心構えを学ぶとともに災害対応時には男女両方の視点が必要であ

ることを知っていただくための講座を開催しました。（参加者：２８人、会場：ぐんま男女共同参画セン

ター）

※男女共同参画実践講座（公開講座）

期日 内容（テーマ） 講師 参加人数

１月２９日（日）講義／あなたの周りでできる防災・ 赤羽潤子さん ２８人
減災～災害時に必要な男女両方の視 （日本防災士会群馬県支部副支部長・ＮＰ

点～ Ｏ法人わんだふる代表理事）

② 男女共同参画実践講座

講義や演習、男女両方の視点を活かした事業プラン作りをとおして、地域における実践活動のポイン

トを学ぶ講座を開催しました。

（参加者：延べ３３人、会場：ぐんま男女共同参画センター）

期日 内容（テーマ） 講 師 参加人数

１月２９日（日）講義／地域の防災：男女共同参画の 小林良江さん １０人
視点から （群馬県立女子大学教授）

２月 ４日（土）演習／ＨＵＧ(避難所運営ゲーム)を 赤羽潤子さん ８人
体験しよう （日本防災士会群馬県支部副支部長・ＮＰ

Ｏ法人わんだふる代表理事）ほかスタッフ

２月１１日（土）グループワーク／事業プランづくり センタースタッフ ８人

２月１８日（土）グループワーク／事業プランづくり 小林良江さん ７人
・まとめ （群馬県立女子大学教授）

センタースタッフ
プレゼンテーション・講評・修了式

小林良江講師 ＨＵＧ 受講者（修了式）

赤羽潤子講師
講義
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（15）調査・研究事業「男女共同参画データブック」（ぐんま男女共同参画センター）

男女間における意識の偏り、格差や差別の現状などの把握を目的として、平成２３年度にセンター

利用団体との協働事業により「男女共同参画データブック」を作成しました。このデータブックでは、

群馬県の政策･方針決定過程への女性の参画や、就業分野における男女協働参画など、９つの分野にお

ける統計データを男女共同参画の視点から収集しています。

平成２８年度は、データの更新作業を実施し、県ホームページやセンター図書コーナーへ配架し周

知を図りました。

（16）情報収集と提供（ぐんま男女共同参画センター）

① センター通信「とらいあんぐるん」の発行

センターで主催する事業や、男女共同参画を目指して活躍する人を紹介する広報紙を発行しました。

・発 行：年５回、各３，５００部

・規 格：Ａ４版４ページ、オールカラー

・配布先：市町村、地元自治会、センター登録団体、県女性団体連絡協議会加盟団体、県男女共同参

画推進委員、センター運営委員、センター広報サポーター、各都道府県男女共同参画セン

ター、県関係機関、県立病院 ほか

② エフエム放送でのスポットＣＭ放送

男女共同参画の啓発に関するスポットＣＭ（６種類）を、エフエム群馬における聴取率３％以上の

番組において放送しました。

・期間：平成２８年６月２３日～６月２９日

・回数：各２０秒×７本

・内容：ａ）会社編 ･･･ 社長と専務（ともに男性）が、女性の役員登用について話し合う

ｂ）父と娘編 ･･･ 父と娘が、娘の将来の職業選択について話し合う

ｃ）母と息子編 ･･･ 母と息子が、息子の将来の職業選択について話し合う

ｄ）妻と夫編 ･･･ 夫が妻の自治会長就任を応援する様子

ｅ）先輩・後輩編･･･ 先輩と後輩（ともに男性）が、家庭での家事分担について話し合う

ｆ）男の育休編 ･･･ 上司（男性）が、部下（男性）の育児休暇取得を応援する様子

③ 資料の収集と提供

男女共同参画に係る資料（図書・行政資料・雑誌・映像資料等）を収集し、貸出しを行いました。

（蔵書数：２，５５１点）

④ 交流コーナー企画展示

「交流コーナー」において、男女共同参画に係る企画展示を実施しました。
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（17）相談事業（ぐんま男女共同参画センター）

女性のための男女共同参画相談事業（とらいあんぐるん相談室）として、女性が生活の中で抱える

不安や悩み（家族間の役割や協力関係、女性の自立や能力発揮、性差に関する悩み等）について、専

門の相談員が電話による相談を中心に対応しました。

・相談日・時間 火～金 ９：００～１２：００、１３：００～１６：００

土・日 ９：００～１２：００

・相談件数 １，０４３件

（18）貸室事業（ぐんま男女共同参画センター）

男女共同参画社会の形成に向けた活動を行う団体等に活動の場を提供しました。

・利用状況（延べ） ８４２団体、２３，４４７人

（19）子ども・子育て支援新制度の推進（子育て・青少年課）

地域社会全体で子育てを応援していくため、地域の特性に応じた市町村の取り組みを､制度面・財政

面から支援する子ども・子育て支援新制度を推進しています。

市町村が実施する、子育てに関する総合的な窓口を設置して、各家庭のニーズに合った相談等を行

う「利用者支援事業」、昼間保護者が家庭にいない小学生を、放課後に小学校の余裕教室や児童館等で

預かる「放課後児童健全育成事業(放課後児童クラブ【学童保育】）」、保育所等に乳幼児や保護者が交

流する場を設け、子育ての相談も行う「地域子育て支援拠点事業」など、子ども・子育て支援法に位

置づけられた１３の事業について補助します。この結果、放課後児童クラブは、前年度比で１６カ所

増え、２８年度は３３市町村で４６３カ所となりました。（中核市含む）

（20）ぐんま食育応援企業登録制度（保健予防課）

社会資源として「企業」を活用した食育を推進するため、平成２３年度から県民の食育を応援する企

業を登録しており、昨年度は１３の企業・団体を新規に登録しました（平成２８年度末時点：１３０企

業）。

また、食育応援企業と連携し、下記のイベントを開催しました。

「食育フェアin食育応援企業～LABI 1 高崎～」

日時：平成２９年２月2５日（土）１０：３０～１５：３０

場所：LABI 1 高崎 ４階屋内イベントスペース LABIゲート（高崎市栄町1-1）

（21）生活習慣病対策事業 （保健予防課）

生活習慣病の発症予防、重症化予防のため、保健医療従事者研修を実施しました。

また、無関心層への周知・啓発のため商業施設等での県民向け健康イベントを開催しました。併せて、

県民が自ら生活習慣病等を予防し、健康寿命を延伸することができる具体的な行動を示した「ぐんま元

気の５か条」を制定しました。

（22）女性農業者活動支援事業（農業構造政策課）

農業・農村が一層発展していくためには、男女がともに協力し、個々の能力を十分発揮できる男女

共同参画社会の実現が求められています。

そこで、農業に携わる関係者がともに集い、能力と意識の向上を図るためにフェスティバルを開催

し、農業の振興や魅力ある地域づくりの手助けとなるよう実施しました。

・名称：ぐんま農村男女（とも）に輝くフェスティバル

・期日：平成２９年１月１９日（木）

・主催：群馬県、ぐんま農村女性会議

・テーマ：「学ぼう！踏みだそう！つなげよう！ ～ぐんま女性 新たなチャレンジ～」
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・内容：【パネルディスカッション】『学ぼう！踏みだそう！つなげよう！～ぐんま女性 新たなチャ

レンジ～農業農村男女共同参画について』

◆パネリスト

青木朱美氏（ぐんま女性農業委員ネットワーク会長）

鈴木春美氏（JAぐんま女性組織協議会）

田口照夫氏（群馬県名誉農業経営士）

◆コーディネーター

田島聡緑（群馬県農政部農業構造政策課担い手対策主監）

◆助言者

金井豊子（群馬県農政部技術支援課普及指導室主任専門技術員）

【群馬県内優良活動事例発表】

「食と農をつむぐ」

前橋農業女子グループつむぎ６名

・参集者：ぐんま農村女性会議加盟団体会員、農業経営士、青年農業士、農業委員、農業者、市町村

・県関係者等（459名）

なお、本フェスティバルのほか各農業事務所に

おいて農業・農村における女性の経営参画、社会

参画の促進に向け、啓発研修、能力向上研修等を

実施しました。

（23）ジョブカフェ･マザーズ（女性の再就職相談窓口）（労働政策課）

ジョブカフェ･マザーズは、子育て世代を中心とする女性の再就職を総合的に応援するため、平成２

４年４月に県若者就職支援センター（ジョブカフェぐんま）高崎センター内に開設しました。

ジョブカフェ･マザーズでは、職業紹介に加え、保育情報や生活支援情報の提供、カウンセリング、

再就職支援セミナー、利用者のニーズに即した求人開拓等、利用者の希望が実現できるようきめ細か

な支援を実施しています。子ども連れでも安心して相談していただくため、ジョブカフェ・マザーズ

内にキッズコーナーを設置しています。

また、「出張ジョブカフェ・マザーズセミナー」として、県内市町と連携し、県内１３地域において

就職に役立つセミナーを開催しました。

○ジョブカフェ・マザーズ

・開館時間 月～土曜日 ９時～１８時

（祝日・年末年始除く）

・電話番号 ０２７－３３０－４５１０

・利用状況（平成２８年度）

利用者（カウンセリング実施者） ７８５名

就職決定者 ７５名

（24）ぐんまのイクボス養成塾（労働政策課）

従業員や部下の仕事と生活の両立に理解のある「イクボス」を養成するため、従業員の働き方の見

直しの必要性と実践方法等を学ぶ研修会や企業の取組事例を紹介する講演会等を開催しました。

パネルディスカッションの様子

ジョブカフェ・マザーズ相談状況
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○開催実績

講演会型：１回、１９１名参加

ワークショップ型：１回、１８名参加

分野別研修型：１回、１７名参加

団体との連携型：６回、２２０名参加（商工会議所等と連携）

（25）群馬県いきいきＧカンパニー認証制度（労働政策課）

育児休業制度に加え、介護休業制度の利用促進や職場における女性の活躍推進、従業員の家庭教育

等ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組んでいる企業を認証することにより、働きやす

い職場環境づくりを後押しするとともに企業の活性化を図り、県経済に活力を与えることを目的

としています。

（１)実施内容

①育児・介護休業制度の利用促進や女性の活躍推進、ワーク・ライフ・バランスの推進に先導的に

取り組む企業を応援

・育児休業に関する就業規則、社内規則を定め、育児休業制度等をはじめとする両立支援、職

場における女性の登用・活躍推進、従業員の家庭教育の取組の実施を宣言した県内事業所に

ついて、一定の要件を満たすと認証を行い、認証書を交付（ベーシック認証）。介護休業制度の

整備、男女共同参画推進員の設置や女性活躍やワーク・ライフ・バランスについての取組実績が

上がっているなどの要件を満たした事業所には、ゴールド認証を交付。

②認定企業への県独自の支援の実施

・ホームページ等への公表による企業のイメージアップ、表彰の実施

・両立支援の推進や意識啓発に関する情報提供の実施

・入札参加資格審査で加点の優遇措置

（２)認証企業数

・平成２９年３月３１日現在の認定企業数：１,６７４事業所

（26）働き方改革アドバイザー認定（労働政策課）

各企業における働きやすい職場環境づくりの取組を後押しするため、社会保険労務士や中小企業診

断士等を対象に研修会を行い、修了者を「働き方改革アドバイザー」に認定しています。

○認定者数 ７４名

（27）女性リーダー交流会（労働政策課）

女性管理職の増加を促進するため、管理職や管理職候補の女性を対象に、管理職に求められるコミ

ュニケーションスキル等に関する研修会や参加者同士の交流会を開催しました。

○開催実績 １回、５１名参加

（28）学校・家庭・地域の連携協力推進事業（生涯学習課）

幅広い地域住民等の参画により、地域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を担う子どもたち

の成長を支える活動を推進しました。

・放課後子ども教室（Ｈ２８：１７市町村３９教室〔中核市を除く〕）

学習や様々な体験・交流活動の機会を提供する放課後等の支援活動

・地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業（Ｈ２８：９市町村１７箇所）

土曜日等における地域の人材や企業等の協力による教育プログラム
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２　群馬県男女共同参画基本計画（第４次）の数値目標達成状況

基本目標１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

達成度

年度 数値 年度 数値 ※ 年度※1 数値

H26 36.5% H28 37.2% 20.0% H32 40%以上※2

県内の管理的職業従事者に占める女性の割合 H24 11.8% H24 11.8% - H31 15.0%

基本目標２　男性中心型労働慣行等の変革と女性の活躍推進

達成度

年度 数値 年度 数値 ※ 年度※3 数値

残業が多いと感じている人の割合 H25 16.8% H25 16.8% - H31 10.0%

職場で男女間の差別がないと感じる人の割合 H26 16.6% H26 16.6% - H32 50.0%

生産年齢人口（15～64歳） H24 66.3% H24 66.3% - H31 73.0%

25～44歳の育児をしている女性 H24 61.9% H24 61.9% - H31 73.0%

女性の正規職員・従業員の割合 H24 42.0% H24 42.0% - H31 50.0%

男性従業員の育児休業取得実績があった事業所割合 H26 5.1% H26 5.1% - H32 10.0%

H26 23.5% H26 23.5% - H32 44.5%

「ワーク・ライフ・バランス」の認知度  H26 19.8%  H26 19.8% - H32 50%以上

基本目標３　ものづくり分野等への職域拡大、チャレンジ支援

達成度

年度 数値 年度 数値 ※ 年度※4 数値

生産年齢人口（15～64歳）（再掲） H24 66.3% H24 66.3% - H31 73.0%

25～44歳の育児をしている女性（再掲） H24 61.9% H24 61.9% - H31 73.0%

基本目標４　地域、農山村における男女共同参画の推進

達成度

年度 数値 年度 数値 ※ 年度※5 数値

自治会長に占める女性の割合 H26 0.3% H28 0.5% 11.8% H32 2.0%以上

H26 1,995戸 H28 2,066戸 45.8% H31 2,150戸

H26 160件 H28 191件 77.5% H31 200件

基本目標５　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

達成度

年度 数値 年度 数値 ※ 年度 数値

H27 ４か所 H29 ６か所 40.0% H32 ９か所

H26 20.5% H26 20.5% - H32 0%

基本目標６　生涯を通じた健康づくりの推進

達成度

年度 数値 年度 数値 ※ 年度※6 数値

H22 44.0% H26 48.3% 16.5% H32 70.0%以上

乳がん H25 42.8% H28 43.3% 6.9% H31 50.0%

子宮がん H25 41.5% H28 43.1% 18.8% H31 50.0%

基本目標７　様々な人々が安心して暮らせる環境整備、生活困難者への対応

達成度

年度 数値 年度 数値 ※ 年度※7 数値

H26 72件 H28 113件 315.4% H32 85件 

H26 90件 H28 98件 26.7% H29 120件

項　　目
基準値 最新値 目標値

県の審議会等への女性の参画率

項　　目
基準値 最新値 目標値

女性の有業率

夫婦が同じくらい育児を分担する家庭の割合

項　　目
基準値 最新値 目標値

女性の有業率

項　　目
基準値 最新値 目標値

家族経営協定締結農家数

女性認定農業者数（女性単独＋夫婦・親子等）

項　　目
基準値 最新値 目標値

配偶者暴力相談支援センター数

ＤＶ等の被害者支援相談窓口を「いずれも知らない」人の割合

項　　目
基準値 最新値 目標値

特定健康診査の実施率

がん検診受診率

項　　目
基準値 最新値 目標値

母子家庭等就業・自立支援センター事業就業相談件数（中核市除く）

人にやさしい福祉のまちづくり条例に基づく適合証交付数

　群馬県男女共同参画基本計画（第４次）（計画期間：平成２８年度から平成３２年度）では、「男女が性別にかかわらず、一人ひとりの
考え方や生き方が尊重される社会、あらゆる分野への参画の機会が保障され、その個性と能力を十分に発揮できる社会の実現」を基本理念
に掲げ、今後取り組むべき重要課題を踏まえ、基本理念を達成するための基本的な施策目標を３２項目（実項目：２９項目）設定するとと
もに、計画の推進状況を把握するための数値目標を設定しました。
　平成２８年度の達成状況は、下表のとおりです。
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基本目標８　制度・慣行、意識の変革、支援体制の整備

達成度

年度 数値 年度 数値 ※ 年度 数値

「男女共同参画社会」の認知度 H26 41.3% H26 41.3% - H32 100.0%

男女の地位の平等感（社会全体） H26 14.1% H26 14.1% - H32 50.0%

「男は仕事、女は家庭」という考え方に賛同しない県民の割合 H26 65.7% H26 65.7% - H32 80.0%

基本目標９　子育て環境の整備　

達成度

年度 数値 年度 数値 ※ 年度※8 数値

放課後児童クラブ待機児童数 H27 80人 H28 82人 -2.5% H32 0人

子ども・子育てに関する総合窓口設置数 H26 ２か所 H28 26か所 80.0% H31 32か所

病児保育年間延べ利用人数 H27 3,989人 H28 4,192人 1.8% H32 15,000人

基本目標10　教育・学習の充実

達成度

年度 数値 年度 数値 ※ 年度 数値

H26 41.3% H26 41.3% - H32 100.0%

H26 16.7% H26 16.7% - H32 40.0%

産業技術専門校の女性入校割合 H26 6.2% H29 12.5% 45.7% H32 20.0%

基本目標11　防災分野における取組の推進

達成度

年度 数値 年度 数値 ※ 年度 数値

H26 57.1% H28 40.0% 29.9% H32 0%

※達成度＝(最新値－基準値)/(目標値-基準値)

※2　構成員の男女比については均衡を要する

項　　目
基準値 最新値 目標値

目標値

項　　目
基準値 最新値 目標値

項　　目
基準値 最新値 目標値

女性のいない市町村防災会議の割合

※1、3～8　他の計画等に基づく目標の場合は、その計画等における目標年度を記載しており、各計画等の改定時に目標値及び目標年度を見直す

「男女共同参画社会」の認知度（再掲）

ぐんま男女共同参画センターの認知度

項　　目
基準値 最新値
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３　群馬県男女共同参画基本計画（第４次）の参考指標の現況

基本目標１　政策・方針決定過程への女性の参画拡大

年度 数値 年度 数値

県職員（教職員除く）の管理職に占める女性の割合 H27 8.0% H29 8.1%

公立学校の教頭以上に占める女性の割合 小学校 H27 20.3% H29 21.0%

中学校 H27 5.6% H29 5.8%

高等学校 H27 6.7% H29 10.4%

基本目標２　男性中心型労働慣行等の変革と女性の活躍推進

年度 数値 年度 数値

県職員の男性の育児休業等の取得率 H26 3.13% H28 11.96%

男女共同参画推進員の設置 H26 420事業所 H28 454事業所

セクシュアル・ハラスメントの相談件数 H26 205件 H28 116件  ※１

マタニティ・ハラスメントの相談件数 H26 72件 H28 113件　※2

H27 1,686事業所 H28 1,674事業所

※１、※２　　28年4月の都道府県労働局の組織変更に伴い、相談件数の計上方法が変更されたことから、平成27年度以前とは単純比較できない。

基本目標３　ものづくり分野等への職域拡大、チャレンジ支援

年度 数値 年度 数値

H26 33人 H28 28人

H27 18件 H28 13件

基本目標４　地域、農山村における男女共同参画の推進

年度 数値 年度 数値

ぐんま男女共同参画センター登録団体施設利用数 H26 205回 H28 156回

ＮＰＯ・ボランティアサロンぐんま利用者数 H26 9,272人 H28 5,770人

農村生活アドバイザー数 H26 148人 H28 140人

基本目標５　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

年度 数値 年度 数値

H26 12市町村 H28 13市町村

H26 2,933件 H28 2,633件

H27 451件 H28 458件

基本目標６　生涯を通じた健康づくりの推進

年度 数値 年度 数値

H26 1,524件 H28 1,257件

H26 124件 H28 118件

性・命・エイズ講演会開催率 　小学校 H26 73.8% H28 81.0%

　中学校 H26 68.1% H28 78.9%

　高等学校 H26 98.6% H28 100.0%

　群馬県男女共同参画基本計画（第４次）の基本目標に関連して、男女共同参画社会形成の状況を把握するため、参考指標
を３５項目設定しました。
　最新値は、次のとおりです。

項　　目
現状値（計画策定時） 最新値

項　　目
現状値（計画策定時） 最新値

群馬県いきいきＧカンパニー認証制度認証事業所数

項　　目
現状値（計画策定時） 最新値

女性起業セミナー受講者数

創業者・再チャレンジ資金融資数（女性枠）

項　　目
現状値（計画策定時） 最新値

項　　目
現状値（計画策定時） 最新値

ＤＶ計画策定市町村数

ＤＶ被害相談件数

性暴力被害者サポートセンター相談件数

項　　目
現状値（計画策定時） 最新値

保健福祉事務所におけるHIV抗体検査件数

不妊専門相談センター相談件数
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基本目標７　様々な人々が安心して暮らせる環境整備、生活困難者への対応

年度 数値 年度 数値

H26 55件 H28 135件

基本目標８　制度・慣行、意識の変革、支援体制の整備

年度 数値 年度 数値

男女共同参画基本計画策定市町村数 H26 13市町村 H28 13市町村

ぐんま女性活躍大応援団の登録団体数 H27 176件 H28 230件

基本目標９　子育て環境の整備　

年度 数値 年度 数値

ぐーちょきパスポート協賛店舗登録数 H26 5,044店 H28 5,217店

ファミリー・サポート・センター利用者数 H26 23,415人 H28 22,382人

認定こども園設置数 H27 68園 H29 159園

基本目標10　教育・学習の充実

年度 数値 年度 数値

ぐんま男女共同参画センター主催講座参加者数 H26 737人 H28 704人

　小学校 H26 88.0% H28 93.0%

　中学校 H26 87.0% H28 89.0%

　高校 H26 94.0% H28 99.0%

　特別支援学校 H26 95.0% H28 88.0%

基本目標11　防災分野における取組の推進

年度 数値 年度 数値

H27 83人 H28 95人

H27 54人 H28 59人

項　　目
現状値（計画策定時） 最新値

生活困窮者自立相談支援事業による新規相談受付件数

項　　目
現状値（計画策定時） 最新値

項　　目
現状値（計画策定時） 最新値

人権教育年間指導計画の見直し、改善を実施している学校の割合

項　　目
現状値（計画策定時） 最新値

県内の女性消防団員数

県内の女性消防吏員数

項　　目
現状値（計画策定時） 最新値
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１

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 総務課
附属機関の設置及び
運営指針の運用

0 0 継続 審議会等への女性委員の登用を推進した。（４０％以上を目指す）

総務部 人事課
女性管理職の登用促
進

0 0 継続
性別にかかわらず、人物本位の人事管理を行うとともに、将来の女性幹部登用に向けて
計画的な人材育成を進めた。

総務部 人事課
女性職員の能力発揮
促進のための指針の
運用

0 0 継続
「群馬県における人材育成の考え方」に基づき、女性職員が多様な経験を積み、幅広く
活躍できるための人事配置をするなど、能力発揮促進のための取組を推進した。

総務部 人事課

「群馬県職員の女性活
躍推進プラン」（1-(2)、
2-(1)、2-(2)、2-(3)再
掲）

0 0 新規
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、
女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進などの取組を推進した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

県各種審議会等への
女性委員参画状況調
査

0 0 継続
各種審議会への女性委員の参画状況を把握するため、県が設置しているすべての審議
会等を対象に調査を実施した。調査時点　３月１日

警察本部 警務部警務課
群馬県警察男女共同
参画推進計画の推進

0 0 継続

平成３３年４月１日までに、警察官総数に占める女性警察官の割合を１０％以上にするな
ど女性職員の採用・登用の拡大を始め、休暇取得の促進、超過勤務の縮減等働き方改
革や、職員が仕事と子育てや介護等を両立して活躍できるための環境整備等を推進し
た。

産業経済部 労働政策課
女性リーダー交流会
（2-(2)再掲）

72 2 新規
管理職同士の交流会や働く女性、管理職を目指す女性のための勉強会・交流会などを
開催し、キャリアアップに向けた不安解消や意欲の向上を図った。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 人事課

「群馬県職員の女性活
躍推進プラン」（1-(1)、
2-(1)、2-(2)、2-(3)再
掲）

0 0 新規
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、
女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進などの取組を推進した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

女性人材データバンク
の設置

0 0 継続
県内の女性有識者の情報を収集した「群馬県女性人材データバンク」を設置・管理し、各
種審議会等への女性の参画を促進した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんま女性ネットワー
ク会議

154 29 継続
企業、地域活動等の各分野で活躍する女性を構成員とするネットワーク会議を設置し、
構成員の自己研鑽と相互交流を図るとともに、「男女がともに あらゆる分野輝ける 元気
なぐんま」創りに向けた動宣言を行った。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんま輝く女性表彰 102 51 継続
男女共同参画の推進に積極的に取り組んでいる個人、女性の活躍推進として顕著な活
動を行い、女性にとっての身近なモデルとして活躍が見込まれる団体・個人、それらを支
援する団体・個人を表彰した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

～とらいあんぐるんサ
ロン（女性の交流・ネッ
トワーク構築）（3-(2)再
掲）

213 213 継続
起業等のキャリアアップをめざす女性によるネットワークを構築し、情報交換等による女
性の交流・キャリア形成を支援するための講座や交流会を開催した。

２

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 人事課

「群馬県職員の女性活
躍推進プラン」（1-(1)、
1-(2)、2-(2)、2-(3)再
掲）

0 0 新規
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、
女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進などの取組を推進した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

事業所における男女
共同参画推進員の設
置（2-(3)

261 124 継続

男女共同参画推進条例の規定に基づき、事業所に対して職場の男女共同参画を中心と
なって進める推進員の設置を依頼し、情報提供、研修、講演会等により推進員の取組を
支援する。また、県内大学の学生で組織する「ぐんま学生会議」を設置し、各大学の特色
を活かした各界のロールモデルの発掘・発信を行った。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

男性のワークライフバ
ランスセミナー（家庭参
画・介護）(2-(3)再掲）

※ ※ 継続
「仕事と家庭の両立」・「仕事と介護の両立」などについて学び、ワークライフバランスを考
えるセミナーを開催した。

こども未来
部

こども政策課
両立支援セミナー(2-
(3)再掲）

870 135 継続
子育て中の夫、妻、独身者を含むこれから子育てをむかえる企業の従業員等を対象に、
直接企業等に出向いて、育児休業制度や両立支援策、ワーク・ライフ・バランスに関する
講座のほか、子育ての模擬体験等を内容とするセミナーを開催した。

産業経済部 労働政策課
ぐんまのイクメン・イク
ボス養成塾（2-(3)再
掲）

928 747 継続
企業トップ、管理職向けに部下の育児休業取得促進やワーク・ライフ・バランスの実現に
向けた啓発セミナーを開催した。

産業経済部 労働政策課
群馬県いきいきGカン
パニー認証制度（2-(3)
再掲）

1,000 338 継続

育児休業制度に加え、介護休業制度の定着・充実・利用促進や職場における女性の活
躍推進、従業員の家庭教育等ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組んでいる
企業を認証することにより、企業の取組を後押しし、男女とも働きやすい職場環境づくりを
推進した。

産業経済部 労働政策課
働き方改革アドバイ
ザー認定（2-(3)再掲）

0 497 新規
社会保険労務士や中小企業診断士等を対象に研修会を行い、修了者を「働き方改革ア
ドバイザー」に認定し、個々の企業における働きやすい職場環境づくりを後押しした。

女性の人材育成と情報の提供

４　平成２８年度男女共同参画施策事業一覧
「＊」は、予算額、決算額で男女共同参画に関する金額を分離することが困難である場合

政策・方針決定過程への女性の参画拡大 「※」は、ぐんま男女共同参画センター実施事業  予算額は、４-(１)センター運営に含む

各分野における指導的地位に占める女性の割合の増加

男性中心型労働慣行等の変革と女性の活躍推進

男性中心型の働き方等の改革の推進
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(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 人事課

「群馬県職員の女性活
躍推進プラン」（1-(1)、
1-(2)、2-(1)、2-(3)再
掲）

0 0 新規
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、
女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進などの取組を推進した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

女性のためのハッピー
キャリアセミナー(2-(3)
再掲）

※ ※ 継続
女性のキャリアアップのための参加型セミナー。ワークショップで得る「気づき」を次の自
分のステップアップにつなげるためのセミナーを開催した。

環境森林部 林業振興課
ぐんま森林・林業ツ
アー（女子学生編）

345 199 継続
女性の林業就業を促進するため、首都圏近郊の森林・林業を専攻する女子学生を対象
とした林業現場の見学・体験ツアーを実施した。

産業経済部 労働政策課 ジョブカフェ・マザーズ 10,403 10,398 継続
子育て中の女性を中心とした就業を希望する女性等のニーズに即した求人開拓、カウン
セリング、企業とのマッチング及び働く女性に係る分野横断的ワンストップ相談を実施し
た。

産業経済部 労働政策課 働く女性支援連携 3,075 2,834 新規
国、市町村との連携により各機関の強みを活かし、就職を希望する女性を対象としたセミ
ナー（１３箇所）及び合同企業説明会（２回）を開催した。

産業経済部 労働政策課
働く女性に関する法令
の普及・啓発

0 0 継続
職場における男女の機会均等やセクハラ、マタハラ等の防止、職業生活における女性の
活躍推進に係る各法令等について、国と連携して普及・啓発を図った。

産業経済部 労働政策課
女性リーダー交流会
（1-(1)再掲）

72 2 新規
管理職同士の交流会や働く女性、管理職を目指す女性のための勉強会・交流会などを
開催し、キャリアアップに向けた不安解消や意欲の向上を図った。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 人事課
特定事業主行動計画
（第３期計画）

0 0 継続
平成26年度に策定した第３期計画に基づき、職員が仕事と子育ての両立を図ることがで
きるよう、環境整備への取組を推進した。

総務部 人事課

「群馬県職員の女性活
躍推進プラン」（1-(1)、
1-(2)、2-(1)、2-(2)再
掲）

0 0 新規
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、
女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進などの取組を推進した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

事業所における男女
共同参画推進員の設
置（2-(1)

261 124 継続

男女共同参画推進条例の規定に基づき、事業所に対して職場の男女共同参画を中心と
なって進める推進員の設置を依頼し、情報提供、研修、講演会等により推進員の取組を
支援する。また、県内大学の学生で組織する「ぐんま学生会議」を設置し、各大学の特色
を活かした各界のロールモデルの発掘・発信を行った。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

男性にとっての男女共
同参画会議

114 18 新規
男女共同参画の推進について男性の視点から検討し、意見発信、参加者同士のネット
ワークづくり、県事業の企画を行った。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

女性のためのハッピー
キャリアセミナー（2-(2)
再掲）

※ ※ 継続
女性のキャリアアップのための参加型セミナー。ワークショップで得る「気づき」を次の自
分のステップアップにつなげるためのセミナーを開催した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

とらいあんぐるん相談
室（8-(1)再掲）

※ ※ 継続
女性が生活の中で抱える不安や悩みについて、専門の相談員が電話による相談を実施
した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

男性のワークライフバ
ランスセミナー（家庭参
画・介護）（2-(1)再掲）

※ ※ 継続
「仕事と家庭の両立」・「仕事と介護の両立」などについて学び、ワークライフバランスを考
えるセミナーを開催した。

こども未来
部

こども政策課
両立支援セミナー(2-
(1)再掲）

870 135 継続
子育て中の夫、妻、独身者を含むこれから子育てをむかえる企業の従業員等を対象に、
直接企業等に出向いて、育児休業制度や両立支援策、ワーク・ライフ・バランスに関する
講座のほか、子育ての模擬体験等を内容とするセミナーを開催した。

健康福祉部 医務課
病院内保育所運営費
補助事業

116,747 110,090 継続 医療従事者のために保育施設を運営する病院設置者に対して補助金を交付した。

健康福祉部 医務課 ナースセンター事業 20,743 20,743 継続
看護師等についての無料職業紹介、就労環境の改善に向けた研修、看護師等に対する
看護についての知識及び技能に関する研修等を行った。

健康福祉部 医務課
群馬県医療勤務環境
改善支援センター

2,061 139 継続
勤務環境改善に取り組む医療機関に対して、専門のアドバイザーが個々の実情を踏まえ
た専門的・総合的な支援を行った。

健康福祉部 医務課
女性医師等就労支援
事業補助

17,270 14,946 継続
女性医師等の子育て支援のため、県医師会が行う保育サポーターバンクの運営事業に
対する補助を行った。

健康福祉部 保健予防課
ぐんま食育応援企業
登録制度

40 23 継続
県内の食育推進を応援する企業等を募集し、登録する。登録企業には、従業員やその家
族に対する食育の取組実施とともに、県民や食育団体、行政等が行う食育活動に協力し
てもらう。

産業経済部 労働政策課
ぐんまのイクメン・イク
ボス養成塾（2-(1)再
掲）

928 747 継続
企業トップ、管理職向けに部下の育児休業取得促進やワーク・ライフ・バランスの実現に
向けた啓発セミナーを開催した。

産業経済部 労働政策課
群馬県いきいきGカン
パニー認証制度（2-(1)
再掲）

1,000 338 継続

育児休業制度に加え、介護休業制度の定着・充実・利用促進や職場における女性の活
躍推進、従業員の家庭教育等ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組んでいる
企業を認証することにより、企業の取組を後押しし、男女とも働きやすい職場環境づくりを
推進した。

産業経済部 労働政策課
働き方改革アドバイ
ザー認定（2-(1)再掲）

0 467 新規
社会保険労務士や中小企業診断士等を対象に研修会を行い、修了者を「働き方改革ア
ドバイザー」に認定し、個々の企業における働きやすい職場環境づくりを後押しした。

産業経済部 労働政策課
多様な働き方の普及・
啓発

0 0 継続
女性が仕事と家庭を両立しながら働き続けるために、短時間勤務やテレワークの導入
等、柔軟で多様な働き方について、国等と連携しながら普及・啓発を図った。

働く場における女性の活躍（男女共同参画）の推進

仕事と生活の調和の実現
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部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

産業経済部
産業人材育成
課

育児等との両立に配
慮した離職者向け訓
練

13,104 4,373 継続 育児等両立支援のため、短時間のコースで離職者向け訓練を実施した。

産業経済部 商政課

創業者・再チャレンジ
支援資金（女性・若者・
シニア要件）(3-(2)再
掲）

＊ ＊ 継続

女性の創業を支援するため「女性・若者・シニア要件」を創設し、保証協会又は認定経営
革新等支援機関から創業計画策定等の支援を受けた場合に信用保証料を０．２５％引き
下げた。
　・融資限度額　15,000千円
　・融資利率　　1.55%以内
　・融資期間　　運転資金5年以内（据置1年以内）  設備資金7年以内（据置1年以内）
　　　　　　　　 　運転設備資金7年以内（据置1年以内）

３

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

理工系チャレンジ支援
セミナー(10-(3)再掲)

※ ※ 継続
理工系分野への女性の進出を啓発するため、女子高校生を対象とするセミナーや保護
者向けの講演会を開催した。

産業経済部 労働政策課 女性の職域拡大 0 0 継続
「ジョブカフェ・マザーズ」において、女性の活躍推進に取り組む企業と就業を希望する女
性のマッチングを支援し、女性の職域拡大を図った。

産業経済部
産業人材育成
課

ものづくりの魅力発見
プロジェクト（10-(3)再
掲）

0 0 新規
ものづくりにおける普通科出身の若者や女性の活躍事例や高校生の体験学習を通じて、
ものづくり等の県基幹産業への若者・女性の進出を促進した。

県土整備部 建設企画課
女性建設技術者の働
く環境整備事業

405 405 新規
若手・女性が働きやすい職場環境の整備に向けて理解を深めてもらうためのセミナーを
開催した。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

～とらいあんぐるんサ
ロン（女性の交流・ネッ
トワーク構築）（1-(2)再
掲）

213 213 継続
起業等のキャリアアップをめざす女性によるネットワークを構築し、情報交換等による女
性の交流・キャリア形成を支援するための講座や交流会を開催した。

産業経済部 商政課

創業者・再チャレンジ
支援資金（女性・若者・
シニア要件）（2-(3)再
掲）

＊ ＊ 継続

女性の創業を支援するため「女性・若者・シニア要件」を創設し、保証協会又は認定経営
革新等支援機関から創業計画策定等の支援を受けた場合に信用保証料を０．２５％引き
下げた。
　・融資限度額　15,000千円
　・融資利率　　1.55%以内
　・融資期間　　運転資金5年以内（据置1年以内）　　設備資金7年以内（据置1年以内）
　　　　　　　　 　運転設備資金7年以内（据置1年以内）

産業経済部 商政課
女性創業者創出ミー
ティング

145 31 新規 女性の創業意欲を高めるため、女性創業者と対話交流する機会を設けた。

産業経済部 商政課
女性のための起業入
門セミナー

732 347 新規 女性目線でのマーケティング、事業計画等を学ぶセミナーを実施した。

４

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

企画部 地域政策課
地域づくりネットワーク
推進

2,228 2,039 継続
地域づくり団体と県、市町村で構成される「群馬県地域づくり協議会」の運営を通して、多
様な主体相互の交流と連携を図った。

生活文化ス
ポーツ部

県民生活課
ＮＰＯ・ボランティアサ
ロンぐんまの運営

6,990 6,982 継続
ＮＰＯやボランティアに関する相談、情報収集・提供、施設・設備の提供等を通じてＮＰＯ
やボランティア団体等の支援を行った。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

ぐんま男女共同参画
センターの運営

21,536 20,350 継続
県における男女共同参画推進の活動拠点として、ぐんま男女共同参画センターの管理運
営と各種事業の実施を行った。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

ぐんま男女共同参画
センター登録団体活動
支援

※ ※ 継続
男女共同参画に資する活動を行う団体を登録。当センター研修室の優先予約や使用料
半額、男女共同参画に関する情報提供など、その活動を支援した。

環境森林部 環境政策課
美しい郷土を守る県民
大作戦

606 529 継続
春の環境美化月間（５～６月）県、市町村、団体等が環境美化活動を実施した。
秋の環境美化月間（９月～１０月）市町村が中心になって環境美化活動を実施した。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

農政部
農業構造政策
課

農業農村リーダー等
活動促進

548 480 継続
女性農業者の主体的な社会参画を促進するため、活動に意欲的な女性農業者を農村生
活アドバイザーとして認定した。また、認定者を対象に研修会等を開催し、その資質向上
を図った。

農政部
農業構造政策
課

女性農業者活動支援 2,848 2,227 継続

農業・農村における男女共同参画の推進するため、女性農業者が能力を活かせる環境
づくりや経営・社会参画活動を支援し、各種方針決定の場に参画する人材を育成した。ま
た、地域で活躍する女性農業者の取り組みを冊子にまとめて紹介するとともに、農業見
学バスツアーを開催し、農業への理解を促進した。

農政部
農業構造政策
課

はばたけ「ぐんまの担
い手」支援事業

66,000 57,048 継続
本県農業の構造改革を加速化するため、認定農業者、新規就農者、企業参入など意欲
ある担い手への支援を行った。

ものづくり分野等への職域拡大、チャレンジ支援

職域拡大の推進

起業等への支援

地域、農山村における男女共同参画の推進

地域活性化の取組、県民との協働の推進

農業・農村活性化と農村女性の経済的地位向上、環境の整備
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５

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

消費生活課
女性向け防犯意識向
上対策（5-(3)再掲）

528 414 継続
女性が被害者となるわいせつ事案等の悪質な犯罪が増加する中、女性（主に女子中高
生・大学生）の防犯意識の向上を図るため、啓発冊子を作成するとともに、女性向け防犯
出前講座を実施した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんまＤＶ対策基本計
画（第３次）の推進

0 0 継続
ぐんまＤＶ対策推進計画（第３次）（H26～H30）の重点施策の目標達成のため積極的な推
進を図った。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ＤＶ防止啓発広報・啓
発活動

1,153 1,184 継続 ＤＶ啓発リーフレット、啓発カード、若年者向け啓発リーフレットを作成・配布した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

中学・高校・大学等へ
のＤＶ防止啓発講師派
遣事業

426 293 継続
若年者がＤＶに対し、正しい知識と理解を深めるため、中学・高校・大学等へ講師を派遣
し、デートＤＶ防止講座を開催するほか、学校指導者に対して、デートＤＶに係る研修を実
施した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

女性に対する暴力をな
くす運動

0 0 継続
県HPによる広報活動の他、啓発ポスター・リーフレットの掲示や配布、また、県庁舎内に
おいてDV防止啓発CMを放映し、県民に周知し、理解を深めた。

健康福祉部 障害政策課
障害者虐待防止対策
支援事業（7-(2)再掲）

5,366 4,917 継続
県障害者権利擁護センターを設置し、虐待相談の受付、関係機関とのネットワーク会議
の開催、広報・啓発、市町村への専門職チームの派遣、虐待防止・権利擁護研修等を実
施した。

警察本部
生活安全部子
ども・女性安全
対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(5-(3)、9-(3)再
掲)

39 8 継続
声掛け・つきまとい、公然わいせつ等性犯罪等の前兆とみられる事案等発生時に、情報
の収集・分析、犯行が予測される現場周辺での警戒活動、検挙、指導、警告等により、重
大事件を未然に防止する先制・予防的活動を推進した。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

女性相談所・女性相談
センターの運営

58,756 57,098 継続
女性相談所において、女性の様々な悩みの相談を受けるとともに要保護女子の転落防
止と自立更生のための支援を行った。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

一時保護施設の運営 5,204 3,610 継続
要保護女子のうち、短期間の更生指導を必要とする者、関係機関へ移送されるまでの間
の待機者などを一時保護し、生活指導を行った。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

三山寮の運営 3,148 2,736 継続
問題解決に長期間を要する要保護女子を一時保護所から受け入れ、生活指導、職業指
導などを行い自立更生を図った。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

女性に対する暴力被
害者支援機関ネット
ワーク

0 0 継続 暴力被害者支援関係機関の相互協力と連携を推進した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ＤＶ被害者等総合支援
事業

1,900 1,109 新規
ＤＶ被害者の緊急避難所（シェルター）を運営する民間団体に運営費を助成するほか、被
害者の保護及び自立支援活動に係る同行支援経費の補助を行う。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ＤＶ被害者等地域生活
定着支援事業

1,928 1,904 新規
民間支援団体に地域生活定着支援員を配置し、一時保護所等退所後のＤＶ被害者が、
地域生活に定着するための支援を実施した。

県土整備部 住宅政策課
県営住宅優先入居(5-
(3)、7-(1)再掲)

0 0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高めた。

警察本部
生活安全部子
ども・女性安全
対策課

配偶者からの暴力事
案に対する指導・取締
り及び被害者の保護
対策

42 0 継続
被害者の意向を踏まえつつ、各種法令を積極的に適用して加害者の検挙に努めたほ
か、配偶者暴力防止法に基づく保護命令への対応や援助措置等の対応や関係機関との
情報共有を図り、被害者の安全と平穏な生活を確保した。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

消費生活課
女性向け防犯意識向
上対策（5-(1)再掲）

528 414 継続
女性が被害者となるわいせつ事案等の悪質な犯罪が増加する中、女性（主に女子中高
生・大学生）の防犯意識の向上を図るため、啓発冊子を作成するとともに、女性向け防犯
出前講座を実施した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

犯罪被害者等支援 5,303 5,201 継続
犯罪被害者支援に係る相談支援員の設置、スーパーバイザー（臨床心理士等）招聘、県
民理解のための啓発活動を実施した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

性犯罪･性暴力被害者
ワンストップ支援セン
ター運営

16,470 14,475 継続
性犯罪･性暴力被害者の心身のサポートをワンストップで行う群馬県性暴力被害者サ
ポートセンターを運営した。

県土整備部 住宅政策課
県営住宅優先入居(5-
(2)、7-(1)再掲)

0 0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高めた。

警察本部
警務部広報広
聴課

犯罪被害者支援のた
めの広報推進

821 870 継続

性犯罪被害者等に対し、ポスターやリーフレット等により各種支援制度や相談窓口を紹
介したほか、講演会等を開催して、犯罪被害者支援の重要性と必要性を訴え、「社会全
体で被害者を支え、被害者も加害者も出さない安全で安心なまちづくり」の気運の醸成を
図った。

警察本部
生活安全部子
ども・女性安全
対策課

ストーカー行為に対す
る指導・取締り及び被
害者の保護対策

4,248 2,265 継続
被害者の意向を踏まえつつ、ストーカー規制法を始め、各種法令を積極的に適用して行
為者の検挙に努めるとともに、警告・援助等の行政措置により危害の発生や拡大を防
ぎ、被害者の安全と平穏な生活を確保した。

警察本部
生活安全部子
ども・女性安全
対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(5-(1)、9-(3)再
掲)

39 8 継続
性犯罪発生状況及び性犯罪等の前兆となる声掛け事案等発生時の情報収集、分析やこ
れまでの教訓となる対応に基づき、被害防止に関する知識及び技能を体得させるため、
子どもや女性を対象とした防犯講話や護身術指導教室等を積極的に開催した。

警察本部
生活安全部生
活環境課

人身取引事犯対策 0 0 継続
入国管理局等の関係機関と連携し、悪質な経営者、仲介業者等の取締りを強化し、被害
者の早期保護及び事案の解明等人身取引事犯対策を推進した。

暴力の予防と根絶するための環境づくり

女性等に対するあらゆる暴力の根絶

配偶者等からの暴力被害者支援の充実

性暴力・ストーカー行為・人身取引等への対策の推進
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６

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

こども未来
部

児童福祉課 虐待予防対策 689 516 継続
産後うつや育児不安のある保護者を対象に精神科医等による面接相談を実施し、個別
支援を行うことにより虐待の未然防止を図った。

こども未来
部

児童福祉課
先天性代謝異常等検
査

49,530 47,148 継続
生まれつき酵素やホルモンが欠けているために起こる、早期治療が有効な19疾患につい
て検査を行い、検査の結果、要観察や要治療となった児について小児医療センターが中
心となって事後フォローを行った。

こども未来
部

児童福祉課
不妊専門相談センター
事業

1,972 1,867 継続
不妊や不育症に悩む夫婦等が気軽に専門相談を受けられるよう、群馬県健康づくり財団
内に設置した不妊専門相談センターにおいて、電話予約による個別相談を行い、不妊相
談窓口となる市町村等母子保健従事者向け研修を実施した。

こども未来
部

児童福祉課
特定不妊治療費助成
事業

277,657 187,056 継続
高額の治療費がかかる特定不妊治療（体外受精・顕微授精）について、経済的負担の軽
減を図った。

こども未来
部

児童福祉課
女性健康支援センター
事業

1,600 1,600 継続
思春期の悩みや婦人科疾患・更年期障害に関する悩み、望まない妊娠等、女性のこころ
と身体の悩みについて相談対応することで、生涯を通じた女性の健康づくりを推進した。

健康福祉部 医務課 周産期医療対策 189,689 136,114 継続
周産期医療体制の整備を図るため、県が指定及び認定した総合・地域周産期母子医療
センターに対する運営費補助や、事業推進のために周産期医療対策協議会を開催する
とともに周産期医療情報システムの運営を行った。

健康福祉部 保健予防課 生活習慣病予防対策 135,515 111,301 継続
糖尿病、特定健診・保健指導、たばこ等の生活習慣病対策を行う他、市町村の健康増進
事業に対して補助を行った。

健康福祉部 保健予防課
女性特有のがん対策
推進

3,529 2,093 継続
乳がん検診及び子宮頸がん検診等の環境整備（マンモグラフィ技術講習会、啓発普及
等）を実施した。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

健康福祉部 保健予防課 エイズ予防啓発事業 2,549 1,765 継続
一般県民に街頭や事業所等で、正しい情報の提供に努め、キャンペーンを実施する。教
育委員会との連携を強化し、学生等に対し講演会等による啓発事業を行った。

健康福祉部 保健予防課
特定感染症等検査事
業

7,449 4,876 継続
HIV等感染者の早期発見を図るため、県内各保健福祉事務所にてHIV検査等及び相談
事業を無料、匿名で実施した。

教育委員会 健康体育課
性に関する教育・エイ
ズ教育指導者研修会
の開催

57 12 継続
学校において、性に関する教育及びエイズ教育が効果的に実施されるよう指導方法等の
普及啓発を図った。

教育委員会 健康体育課
県立高等学校エイズ
講演会推進事業の実
施

245 201 継続
県立高等学校（高等部）で実施する性・エイズ講演会の経費を措置し、性及びエイズ教育
の推進に役立てた。

７

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

こども未来
部

児童福祉課 児童扶養手当 982,441 899,791 継続
父又は母と生計を同じくしていない児童を監護又は養育している家庭等の生活の安定と
自立を助け、児童福祉の増進を図った。

こども未来
部

児童福祉課 母子・父子自立支援 18,336 17,994 継続
母子家庭の母等に対し、母子・父子自立支援員を中心とした総合的な自立支援策を講
じ、母子父子寡婦福祉の増進を図った。

こども未来
部

児童福祉課
母子家庭等就業・自立
支援センター事業

3,138 2,986 継続
就労による自立を目指す母子家庭の母等に対する相談員による就業相談、養育費相
談、就業支援講習会の開催等により自立を支援した。

こども未来
部

児童福祉課
母子家庭自立支援給
付

63,050 26,698 継続
母子家庭の母が就業に有利な知識・技能の習得及び資格取得を目指す場合に、教育訓
練費等を支給した。

健康福祉部 国保援護課
福祉医療費（母（父）子
家庭等）補助制度

697,278 670,505 継続
母(父)子家庭の母(父)と子ども、父母のいない子どもの健康管理の促進と、経済的負担
の軽減などを目的として、市町村が保険医療費の患者負担分を助成する事業に対して
補助した。

産業経済部
産業人材育成
課

母子家庭の母等の職
業的自立促進

＊ ＊ 継続 母子家庭の母等の職業的自立を促すため、職業訓練を実施した。

県土整備部 住宅政策課
県営住宅優先入居(5-
(2)、5-(3)再掲)

0 0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高めた。

県土整備部 住宅政策課 県営住宅家賃減免 0 0 継続 世帯の収入が基準額以下の場合は家賃を減免した。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

医療通訳ボランティア
の養成・派遣

462 407 継続
言語の問題で医療サービスが十分に受けられない外国籍住民等を支援するため、医療
通訳ボランティアを養成・研修するとともに、県と協定を締結した医療機関等へ派遣した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

災害時外国人支援事
業

839 839 継続
災害時において、災害時要配慮者となる可能性の高い外国人住民に対し、より一層配慮
した対応ができるようにするため、①災害時外国人通訳ボランティア養成講座、②外国人
住民が避難所を模擬体験できる訓練を実施した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

性的少数者に関する
啓発

931 650 新規
性的少数者に対する正しい理解を広め、セクシュアリティ（性のあり方）の多様性を認め
合う社会づくりを推進することを目的として、講演会及び意見交換会を実施するほか、性
的少数者に関する啓発資料を作成した。

生涯を通じた健康づくりの推進

生涯を通じた健康支援

性に関する適切な知識の普及及び啓発活動の充実

様々な人々が安心して暮らせる環境整備、生活困窮者への対応

ひとり親家庭等の自立支援

高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境整備の促進
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部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

健康福祉部 介護高齢課 介護の仕事ＰＲ 1,000 454 継続
「介護の日（１１月１１日）」を機に、介護についての理解と関心を喚起し、介護職等のイ
メージアップと働きがいのある仕事であることの再認識を図るため、イベントを開催した。

健康福祉部 介護高齢課
児童・生徒向けパンフ
レットの作成

1,961 961 継続
将来の介護を担う小・中・高校生を対象に、介護に関する理解を深めるため、福祉教育
資料を作成し配付した。

健康福祉部 介護高齢課
介護知識･技術普及啓
発

6,035 2,401 継続 介護に関する研修を実施し、高齢者介護に関する知識・技術の普及を図った。

健康福祉部 介護高齢課
高齢者の生きがいと健
康づくり支援

39,690 36,533 継続
単位老人クラブ及び市町村老人クラブ連合会の自主活動の促進と健全な育成を図るた
め、市町村が交付する助成額に対し補助を行った。

健康福祉部 介護高齢課
介護保険制度普及パ
ンフレットの作成

405 194 継続
介護保険制度について県民の理解を深め、制度見直しによる制度安定に向け、周知・啓
発用冊子を作成。関係機関等への配布のほか、同内容を県ＨＰに掲載した。

健康福祉部
地域包括ケア
推進室

介護予防対策推進事
業

16,407 14,278 継続
①介護予防を行う市町村の支援。②市町村担当者や介護予防従事者への研修実施。③
介護予防や各分野のリハビリテーションが円滑に実施されるよう体制整備を推進した。

健康福祉部 介護高齢課
国保連苦情処理体制
整備補助

6,000 6,000 継続
介護保険サービスに関する利用者からの苦情処理機関である国民健康保険団体連合会
に対して、体制整備の支援を行った。

健康福祉部 介護高齢課
高齢者住宅改造費助
成

＊ ＊ 継続
所得税非課税世帯で６０歳以上のひとり暮らし高齢者又は高齢者のみの世帯等を対象
に、市町村が家屋のバリアーフリー工事を伴う改造費用を助成した場合に市町村補助を
行った。（在宅要援護者総合支援(高齢者分)のメニュー事業）

健康福祉部 障害政策課
思いやり駐車場利用
証制度

763 611 継続
「思いやり駐車場利用証制度」の実施により対象者がいつでも車いす駐車場を利用でき
る環境を整備した。

健康福祉部 障害政策課 福祉のまちづくり推進 195 186 継続
「人にやさしい福祉のまちづくり条例」に基づく施策を推進した（普及啓発、特定生活関連
施設の届出審査、適合証交付）。

健康福祉部 障害政策課
障害者就業・生活支援
ｾﾝﾀｰ事業

49,984 42,412 継続
県内8カ所の障害者就業・生活支援センターに生活支援担当者を配置。離職者又は離職
するおそれのある在職者など就職や職場定着が困難な障害への相談・定着支援を行っ
た。

健康福祉部 障害政策課
障害者虐待防止対策
支援事業（5-(1)再掲）

5,366 4,917 継続
県障害者権利擁護センターを設置し、虐待相談の受付、関係機関とのネットワーク会議
の開催、広報・啓発、市町村への専門職チームの派遣、虐待防止・権利擁護研修等を実
施した。

産業経済部 労働政策課
シルバー人材センター
事業補助

15,830 15,630 継続
定年退職後等に自分の能力を活かしたい、また社会参加のために働きたいという高齢者
に臨時・短期的又はその他の軽易な就業の場を提供するシルバー人材センター及びミニ
シルバー人材センター等を構成員とするシルバー人材センター連合に対し補助した。

産業経済部 労働政策課
シニア就業支援セン
ター

12,000 11,983 継続

中高年齢者の再就職のための就職相談・職業紹介に加え、就農・起業・ボランティア等の
多様なニーズへの相談対応・情報提供を行う就業支援事業とともに、知識・技能を活かし
たい高年齢者とその能力を必要とする企業データを蓄積・マッチングする事業（能活事
業）を実施した。

産業経済部 労働政策課 障害者雇用促進対策 40,526 38,536 継続
障害者の就労先・実習先を開拓し、障害者就業・生活支援センターの登録者等の就労・
実習に結びつける。障害者雇用に係る優良事業所等の表彰・セミナーや事業主向けの
職場見学会を開催した。

産業経済部 労働政策課
障害者就労サポートセ
ンター

4,191 3,878 継続
ハローワークや特別支援学校等の関係機関との連携による県内１０地域における就労支
援ネットワークの構築等を実施した。

産業経済部
産業人材育成
課

障害者能力開発 18,634 10,938 継続
障害者の職業能力開発機会の充実を図るため、次の事業を実施した。
・障害者委託訓練（知的・身体・精神障害者を対象とした委託訓練）

県土整備部 交通政策課
市町村乗合バス車両
購入費補助

10,646 10,346 継続 県民生活の足を守るため、市町村が運営する路線バスの車両購入経費を補助した。

県土整備部 交通政策課
交通施設バリアフリー
化補助

14,947 9,416 継続 駅のバリアフリー化に要する経費の一部を補助した。

県土整備部 交通政策課
バス運行対策費補助
（車両償却費等）

24,323 24,184 継続
赤字の生活交通路線を運行するバス事業者に対して、バリアフリー車両の購入に係る減
価償却費等を補助した。

県土整備部 道路管理課
道路におけるバリアフ
リー対策

＊ ＊ 継続 県が管理している国道や県道において、バリアフリー対応の改修工事を実施した。

県土整備部 住宅政策課
住宅確保要配慮者へ
の居住支援

70 70 新規
住宅セーフティネット法に基づき組織される「群馬県居住支援協議会」を通じて、住宅確
保要配慮者の入居可能な賃貸物件の周知を行った。

８

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

群馬県男女共同参画
推進委員会

710 456 継続
男女共同参画推進条例の規定に基づき「群馬県男女共同参画推進委員会」を設置し、
男女共同参画の推進に関する重要事項を審議した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

男女共同参画に関す
る意見の申出の受付

0 0 継続
男女共同参画推進条例の規定に基づき県民及び事業者からの男女共同参画に関する
施策についての意見に回答する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

市町村男女共同参画
基本計画の策定支援

0 0 継続 市町村における男女共同参画基本計画の策定支援を行った。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

男女共同参画推進責
任者（庁内）の設置

0 0 継続
県が実施する施策を男女共同参画の観点から点検するとともに、職場の男女共同参画
を促進するため、各所属に男女共同参画推進責任者を設置した。

制度・慣行、意識の変革、支援体制の整備

社会や家庭における制度・慣行の見直し
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部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんま女性活躍大応
援団（8-(3)

983 371 継続
地域ぐるみで女性活躍の輪を広げることを目的に、県内企業・団体を登録団体とする「ぐ
んま女性活躍大応援団」を設置し、女性活躍応援メッセージを発信することにより、女性
活躍の気運を醸成した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

とらいあんぐるんＬＧＢ
Ｔ講演会

※ ※ 新規 性的少数者（ＬＧＢＴ）への理解を深めるための県民向け講演会を開催した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

とらいあんぐるん相談
室（2-(3)再掲）

※ ※ 継続
女性が生活の中で抱える不安や悩みについて、専門の相談員が電話による相談を実施
した。

教育委員会 高校教育課 高校教育改革推進 237 184 継続
「高校教育改革推進計画」に基づく高校教育改革の推進に関わり、意見交換会等の開
催、富岡・甘楽地区及び吾妻地区新高校基本構想の策定、桐生・みどり地区県立高等学
校再編整備計画の策定を行った。

        

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんま女性活躍推進
フォーラム

1,289 487 継続 女性活躍応援の気運醸成を目的としてフォーラムを開催した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

男女共同参画に関す
る年次報告

98 81 継続
男女共同参画推進条例の規程に基づき、男女共同参画の推進の状況及び男女共同参
画の推進に関する県の施策の実施状況について報告書を作成し公表した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

人権教育・啓発の推進
（10-(2)再掲）

200 200 継続 民間団体が自主的に行う人権啓発につながる事業の経費の一部を補助した。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

男女共同参画週間記
念事業

60 30 継続
男女共同参画社会に対する理解を深めるため、男女共同参画週間にちなみ女性団体連
絡協議会と共催し、男女共同参画フェスティバルを開催するとともに、男女共同参画に関
する展示等を実施した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

ぐんま男女共同参画
センター・センター通信
の発行

※ ※ 継続
地域で活動する男女共同参画グループをはじめ、広く県民に対し、男女共同参画に関す
る情報やセンターの事業等について情報発信するため、「ぐんま男女共同参画センター
通信」を発行するとともに、ホームページに掲載した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

ぐんま男女共同参画
センター・図書貸出し、
資料収集

※ ※ 継続 図書の購入・貸出しや、他県等の男女共同参画に関する資料の収集・管理を行った。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんま女性活躍大応
援団（8-(1)

983 371 継続
地域ぐるみで女性活躍の輪を広げることを目的に、県内企業・団体を登録団体とする「ぐ
んま女性活躍大応援団」を設置し、女性活躍応援メッセージを発信することにより、女性
活躍の気運を醸成した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

地域連携男女共同参
画講演会（10-(2)再
掲）

※ ※ 継続
市町村等とぐんま男女共同参画センターとの共催で、男女共同参画に関する講演会を実
施した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

１２市男女共同参画担
当者情報交換会

※ ※ 継続
男女共同参画の取り組みが効果的に実施できるよう、県・ぐんま男女共同参画センターと
１２市の担当者による意見交換を行った。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

男女共同参画協働事
業

※ ※ 継続 民間団体とぐんま男女共同参画センターとの協働で、セミナー等を実施した。

９

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 学事法制課
私立幼稚園預かり保
育推進事業費補助

44,940 44,720 継続
幼稚園の教育時間終了後及び長期休業期間に、園児を園内で過ごさせる預かり保育を
実施する幼稚園に対して補助した。（補助対象：学校法人）

総務部 学事法制課
私立幼稚園子育て支
援推進事業費補助

15,000 15,326 継続 子育て支援事業を実施する私立幼稚園に対して補助した。（補助対象：学校法人）

こども未来
部

こども政策課
ぐーちょきパスポート
事業

1,241 1,040 継続
子ども一人ひとりを社会全体で応援する機運の醸成を図るため、ぐーちょきパスポートを
配布するとともに、企業や店舗への協賛加入の働きかけ及び子育て情報紙等に事業情
報を掲載した。

こども未来
部

子育て・青少年
課

子ども・子育て支援整
備交付金

86,021 37,735 継続
市町村が実施する子ども・子育て支援新制度に基づく放課後児童クラブの施設整備に対
して補助した。

こども未来
部

子育て・青少年
課

子ども・子育て支援交
付金

1,973,086 1,756,735 継続
市町村が実施する子ども・子育て支援法に定められた１３の「地域子供子育て支援事業」
に対して補助した。

健康福祉部 国保援護課
子どもの医療費無料
制度

3,955,285 3,925,052 継続
子どもの健全育成と子育て世代の経済的な負担の軽減を図るため、中学生以下の子ど
もを対象に、市町村が保険医療費の患者負担分を助成する事業に対して補助した。

産業経済部 商政課
中小企業パワーアップ
資金（職場創造支援資
金）

＊ 0 継続

高齢者、障害者及び女性が働きやすい職場環境を整備しようとする中小企業に資金を以
下の要件により融資した。
　・融資限度額　50,000千円
　・融資利率　　1.7%以内（信用保証付1.3%～1.4%以内）
　・融資期間　　12年以内 （据置期間2年以内）

産業経済部 観光物産課
ぐんまビジタートイレ認
証制度

1,010 1,007 継続
誰もが安心して快適に使用することができるトイレの維持・整備を推進し、県内観光地等
のイメージアップを図った。

教育委員会 生涯学習課
学校・家庭・地域連携
協力推進事業

20,352 22,100 継続
地域の住民や豊富な社会経験を持つ外部人材等の協力を得て、学校外における子ども
たちの活動支援を行った。

多様な主体の連携による支援体制の整備

広報の推進、情報の収集・整備・提供

子育て環境の整備

多様なライフスタイルに対応した子育て支援策の充実
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(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

こども未来
部

児童福祉課 児童相談活動 47,998 46,576 継続
児童相談所で子どもに関するあらゆる相談に応じるとともに、必要な支援を行い、児童虐
待の防止等、児童福祉の向上を推進した。

こども未来
部

児童福祉課
児童虐待防止対策の
推進

59,513 57,182 継続
児童虐待の予防、早期発見・早期対応、保護・支援から再発防止、自立支援に至るま
で、一貫した虐待防止対策を推進した。

こども未来
部

児童福祉課 社会的養護の推進 2,723,371 2,873,811 継続
里親委託や施設のケア単位の小規模化を推進し、虐待等により社会的養護を必要とす
る児童が家庭的な養育環境の中で生活できるようにした。

教育委員会 義務教育課
児童虐待防止に関す
る教職員研修の推進

0 0 継続
小中学校人権教育推進協議会の中で児童虐待防止に関する研修を実施した。
※人権教育推進会議の予算で対応

警察本部
生活安全部
少年課

児童虐待ゼロ！プロ
ジェクトの推進

117 199 継続
「事件対処」、児童相談所等との「関係機関との連携」及び「被害の見逃し防止」を３本柱
とした「児童虐待ゼロ！プロジェクト」により、児童虐待の早期発見による未然防止の取組
を強化した。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

消費生活課
子ども向け防犯出前
講座

3,784 3,544 継続
子ども自身の危険回避能力を高めるため、紙芝居、ロールプレイ、簡単な護身術等を活
用した防犯出前講座を実施するとともに、地域安全マップづくり活動への指導員派遣等
の支援を行った。

こども未来
部

子育て・青少年
課

青少年健全育成条例
施行運営

108 107 継続
青少年健全育成条例の周知啓発を行い、青少年の健全な育成を阻害するおそれのある
行為の防止及び青少年の健全育成を推進した。

こども未来
部

子育て・青少年
課

青少年健全育成審議
会運営

881 293 継続
複雑化する青少年問題に対応するため、青少年健全育成審議会を開催し、青少年の健
全育成に関する重要事項及び青少年に有害な映画、図書類、玩具類等の調査・審議を
行った。

こども未来
部

子育て・青少年
課

新しい有害環境から子
どもを守る取組推進

1,199 1,630 継続
スマートフォンなどからのインターネット利用による青少年の有害情報問題について、知
識・技能を持った市民リーダーの育成とその活動を支援し、保護者や地域の大人への啓
発を図った。

健康福祉部 医務課
小児救急電話相談
（＃８０００）

40,676 40,651 継続
子どもが急に具合が悪くなったとき、すぐに受診した方がよいのか、家庭でどのように処
置をすればよいのか等について、保健師または看護師が電話で相談に応じた。

警察本部
生活安全部子
ども・女性安全
対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(5-(1)(3)再掲)

39 8 継続
声掛け、つきまとい、乗車誘引等子どもが被害者となる犯罪の前兆事案発生時に、情報
の収集・分析、犯行が予測される現場周辺での警戒活動により、検挙又は指導・警告を
行い、重大事件を未然に防止する先制・予防的活動を推進した。

警察本部
生活安全部
少年課

少年の福祉を害する
犯罪の取締り及び被
害防止対策の推進

120 120 継続
児童ポルノを始めとする福祉犯罪の取締りを推進するとともに、スマートフォン等の普及
を踏まえた児童の犯罪被害等を防止するための、広報啓発活動を推進した。

１０

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

教育委員会 義務教育課 人権教育研修・指導 115 70 継続
公立小学校、中学校及び特別支援学校の教員を対象に、地区別人権教育研究協議会を
開催し、授業研究会等を通して、指導力の向上を図った。

教育委員会 義務教育課
人権教育推進関係会
議

87 7 継続
校種別の人権教育推進協議会や県市町村人権教育推進連絡協議会を開催し、人権教
育推進のための課題や施策に関する協議・情報交換等を行い、教員の指導力の向上や
市町村における人権教育の改善・充実を図った。

教育委員会 義務教育課 人権教育・啓発 399 270 継続
指導・学習資料、啓発資料等の作成・配布や、啓発ビデオの購入を行い、学校教育及び
家庭教育における人権教育の推進を図った。

教育委員会 義務教育課 人権教育研究推進 1,810 1,168 継続
小中学校各１校及び総合推進地域１地域を指定するとともに、指定校等連絡協議会を開
催し各学校の取組内容や実践上の成果・課題等について協議することを通して、指導方
法の改善充実を図った。

教育委員会 義務教育課
道徳教育総合支援事
業

2,754 1,871 継続
各学校の道徳教育推進の中核となる教員等を対象に、指導内容・方法等の改善を図る
ための協議会を実施した。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

人権教育・啓発の推進
（8-(2)再掲）

200 200 継続 民間団体が自主的に行う人権啓発につながる事業の経費の一部を補助した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

男女共同参画大学連
携講座

※ ※ 継続 男女共同参画社会に関する高い知識を提供するため、大学と連携し講座を開催した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

男女共同参画実践講
座

※ ※ 継続
講義や演習、男女両方の視点を活かした事業プラン作りをとおして地域における実践活
動のポイントを学ぶ講座を開催した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

地域連携男女共同参
画講演会（8-(3)再掲）

※ ※ 継続
市町村等とぐんま男女共同参画センターとの共催で、男女共同参画に関する講演会を実
施した。

教育委員会 生涯学習課 ぐんま県民カレッジ 1,438 1,111 継続
県、市町村、大学、カルチャーセンター等の様々な期間と連携し、多様な学習機会を提供
した。

教育委員会 生涯学習課
人権教育指導者研修
会

309 279 継続
社会教育における人権教育推進の中核となる指導者を対象に、その資質の向上を図る
ための研修を実施した。

教育委員会 生涯学習課
人権教育指導者養成
講座

400 400 継続
人権問題に関する啓発活動の充実に資するため、人権教育指導者養成講座を開設し、
社会教育における人権教育指導者の資質の向上を図った。

地域、家庭における教育・学習の推進

児童虐待防止施策の充実

子どもの安全の確保

教育・学習の充実

学校教育における男女平等・人権教育の推進
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(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

文化振興課 自然史博物館の運営 289,434 266,416 継続
群馬の自然をわかりやすく学べるようにするだけでなく、利用者の学習活動を応援した
り、専門的・技術的な調査研究成果の発表の場を提供した。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

理工系チャレンジ支援
セミナー（3-(1)再掲）

※ ※ 継続
理工系分野への女性の進出を啓発するため、女子高校生を対象とするセミナーや保護
者向けの講演会を開催した。

産業経済部
産業人材育成
課

ものづくりの魅力発見
プロジェクト（3-(1)再
掲）

0 0 新規
ものづくりにおける普通科出身の若者や女性の活躍事例や高校生の体験学習を通じて、
ものづくり等の県基幹産業への若者・女性の進出を促進した。

産業経済部
産業人材育成
課

産業技術専門校訓練
生募集

0 ＊ 新規
ものづくりの魅力や技能・技術の面白さをPRし、女性のものづくり産業への進出を促進す
るために、女性向けのものづくりの魅力を伝えるイベントを実施した。

教育委員会 生涯学習課 少年科学教育推進 4,108 3,584 継続
子どもたちに体験型の学習機会を提供するため、科学展示室やプラネタリウムを運営、
また科学教室を開催した。

教育委員会 生涯学習課
ぐんま天文台：観測研
究・教育普及

24,435 22,557 継続
県民に親しまれる教育・学習施設として、学校等における学習プログラムの提供、出張講
演会や天体観測会を実施した。

教育委員会 生涯学習課 ぐんま昆虫の森運営 111,510 105,645 継続
自然体験学習の場として整備した昆虫の森において、自然観察会や里山体験等各種プ
ログラムを実施した。

１１

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 危機管理室 県民防災塾 49 10 継続
地域社会で中心となって防災に取り組み、自主防災組織等のリーダーとして活躍できる
人材の育成、発掘等を目的に、防災に関する講義、初期消火訓練、普通救命講習等の
実習を内容とする県民防災塾を開催した。

総務部 危機管理室 被災地視察研修会 84 40 継続
自主防災組織の新規結成や活動の活性化、また地域防災を担う人材の育成を通じて地
域防災力の向上を図るため、被災地視察研修会を開催した。

総務部 危機管理室
市町村地域防災計画
の見直しに対する助
言・支援

0 0 継続
市町村地域防災計画の見直しについて、事前相談や修正の報告を受けた際に、国の防
災基本計画や県の地域防災計画の修正状況等を踏まえ、助言や指導事務を実施した。

総務部 危機管理室
男女のニーズの違い
などに配慮した物資の
備蓄

0 0 継続
災害等に備え、食料や資機材等の物資を備蓄した。
男女のニーズの違いに配慮し、生理用品を備蓄した。

総務部 危機管理室
群馬県避難所運営ガ
イドラインの周知・普及
推進

0 0 継続
市町村等の避難所運営担当職員や避難所運営に携わる方が円滑な避難所運営を行う
ための指針として、群馬県避難所運営ガイドラインを周知した。

総務部 消防保安課
県婦人（女性）防火ク
ラブ指導者育成研修
会

0 0 継続
家庭や地域において火災予防や防災を目的に活動している県内の女性防火クラブ幹部
を対象に、地区の指導者として必要な知識を習得し、女性防火クラブの健全な育成、活
動の強化・促進を図るため、研修会を開催した。

生活文化ス
ポーツ部

県民生活課
災害ボランティアネット
ワーク

180 180 継続
災害ボランティア活動のネットワーク組織である｢災害ボランティアぐんま」を支援し、災害
時に迅速かつ適切に活動できる体制を整備した。

生活文化ス
ポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

男女共同参画の視点
に立った防災研修事
業

※ ※ 継続
防災・減災に対する基礎的な知識と心構えや災害対応時には男女両方の視点が必要で
あることを学ぶための講座を開催した。

科学技術や製造分野における取組の推進

防災分野における取組の推進

男女共同参画の視点を踏まえた防災対策
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第２部 平成２９年度に講じる男女共同参画の推進に関する施策

１ 主要事業について
① 男女共同参画社会形成のための各種事業の推進

「群馬県男女共同参画基本計画（第４次）」に掲げられた重要課題や基本目標に位置づけられた男女

共同参画社会の形成に向けた事業の推進を図る。

○主な実施事業

・男女共同参画推進員設置促進

県内事業所への男女共同参画推進員設置を促進するとともに、県内大学の学生で組織する「ぐんま学

生会議」を設置し、県内事業所を取材して、職場で活躍する女性やワーク・ライフ・バランスを実践し

ている男性などロールモデルの情報発信を行い、事業所の男女共同参画の継続的な取組を促す。

② 審議会等における女性委員の拡大

群馬県男女共同参画基本計画（第４次）では、目標値を「４０．０％以上（構成比の男女比につい

ては均衡を要する。）」とした。引き続き推進する。(Ｈ２９．３．１現在３７．２％）

③ 女性の活躍推進にかかる事業

あらゆる分野における女性の活躍を地域ぐるみで応援していくため、平成27年度に設置した「ぐん

ま女性活躍大応援団」による県民運動を引き続き展開し、県内の女性活躍をさらに推進する。

○主な実施事業

・ぐんま女性活躍大応援団事業（ぐんま女性活躍推進フォーラム、ぐんま輝く女性表彰、ぐんま女性

ネットワーク会議、男性にとっての男女共同参画会議）

・女性の能力開発・意欲向上のためのセミナー等（とらいあんぐるんサロン（女性の交流・ネットワー

ク構築））

④ ぐんま男女共同参画センター（とらいあんぐるん）運営

本県における男女共同参画推進の拠点施設としての機能を充実させ利用促進を図る。

○開館日及び開館時間

・開 館 日 休館日を除く毎日

・休 館 日 月曜日（月曜日が祝日の場合は直後の平日）

・開館時間 火～金は、9:00～21:00、土日祝日は、9:00～17:00

○とらいあんぐるん相談室

・相談専用電話 027-224-5210

・相談時間 火～金曜日 9:00～12:00、13:00～16:00（休館日は、相談も休み）

土・日曜日 9:00～12:00

・相談内容 女性からの、家族関係、キャリア形成、性差別等の相談

○主な実施事業

・センター通信の発行

・男女共同参画セミナーの開催

・市町村との共催事業、団体等との協働事業

⑤ ＤＶ防止啓発活動とＤＶ被害女性等支援の実施

ＤＶを防止するための啓発活動や、ＤＶ被害者への相談窓口の周知を図るとともに、女性相談セン

ターの相談の実施や保護女性の自立支援を行う。

○主な実施事業

・ぐんまＤＶ対策推進計画（第３次）の着実な推進

・中学・高校・大学へのＤＶ防止啓発講師派遣事業

・ＤＶ被害者等総合支援事業補助金

・ＤＶ被害者等地域生活定着支援事業

○電話による相談（必要に応じて、事前予約で来所面接相談）

・相談専用電話 027-261-4466

・相談時間 平 日 9:00～20:00

土日・祝日 13:00～17:00

水曜日 13:00～14:30 弁護士による電話法律相談（要事前相談）
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１

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 総務課
附属機関の設置及び
運営指針の運用

0 継続 審議会等への女性委員の登用を推進する。（４０％以上を目指す）

総務部 人事課
女性管理職の登用促
進

0 継続
性別にかかわらず、人物本位の人事管理を行うとともに、将来の女性幹部登用に向けて
計画的な人材育成を進める。

総務部 人事課
女性職員の能力発揮
促進のための指針の
運用

0 継続
「群馬県における人材育成の考え方」に基づき、女性職員が多様な経験を積み、幅広く
活躍できるための人事配置をするなど、能力発揮促進のための取組を推進する。

総務部 人事課

「群馬県職員の女性活
躍推進プラン」（1-(2)、
2-(1)、2-(2)、2-(3)再
掲）

0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、
女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進などの取組を推進する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

県各種審議会等への
女性委員参画状況調
査

0 継続
各種審議会への女性委員の参画状況を把握するため、県が設置しているすべての審議
会等を対象に調査を実施する。調査時点　３月１日

警察本部 警務部警務課
群馬県警察男女共同
参画推進計画の推進

0 継続

平成３３年４月１日までに、警察官総数に占める女性警察官の割合を１０％以上にするな
ど女性職員の採用・登用の拡大を始め、休暇取得の促進、超過勤務の縮減等働き方改
革や、職員が仕事と子育てや介護等を両立して活躍できるための環境整備等を推進す
る。

産業経済部 労働政策課
女性リーダー交流会
（2-(2)再掲）

350 継続
管理職同士の交流会や働く女性、管理職を目指す女性のための勉強会・交流会などを
開催し、キャリアアップに向けた不安解消や意欲の向上を図る。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 人事課

「群馬県職員の女性活
躍推進プラン」（1-(1)、
2-(1)、2-(2)、2-(3)再
掲）

0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、
女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進などの取組を推進する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

女性人材データバンク
の設置

0 継続
県内の女性有識者の情報を収集した「群馬県女性人材データバンク」を設置・管理し、各
種審議会等への女性の参画を促進する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんま女性ネットワー
ク会議

125 継続
各分野で活躍する女性を構成員とした会議を設置し、男性にとっての男女共同参画会議
と連携し、「固定的性別役割分担意識」を解消するための若年層向けの啓発資料作成を
行う。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんま輝く女性表彰 76 継続
男女共同参画の推進に積極的に取り組んでいる個人、女性の活躍推進として顕著な活
動を行い、女性にとっての身近なモデルとして活躍が見込まれる団体・個人、それらを支
援する団体・個人を表彰する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

～とらいあんぐるんサ
ロン（女性の交流・ネッ
トワーク構築）（3-(2)再
掲）

165 継続
起業等のキャリアアップをめざす女性によるネットワークを構築し、情報交換等による女
性の交流・キャリア形成を支援する。

２

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 人事課

「群馬県職員の女性活
躍推進プラン」（1-(1)、
1-(2)、2-(2)、2-(3)再
掲）

0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、
女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進などの取組を推進する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

事業所における男女
共同参画推進員の設
置（2-(3)

248 継続

男女共同参画推進条例の規定に基づき、事業所に対して職場の男女共同参画を中心と
なって進める推進員の設置を依頼し、情報提供、研修、講演会等により推進員の取組を
支援する。また、県内大学の学生で組織する「ぐんま学生会議」を設置し、各大学の特色
を活かした各界のロールモデルの発掘・発信を行う。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

男性のワークライフバ
ランスセミナー（家庭参
画・介護）(2-(3)再掲）

※ 継続
「仕事と家庭の両立」・「仕事と介護の両立」などについて学び、ワークライフバランスを考
えるセミナーを開催する。

こども未来
部

こども政策課
両立支援セミナー(2-
(3)再掲）

0
休廃
止

子育て中の夫、妻、独身者を含むこれから子育てをむかえる企業の従業員等を対象に、
直接企業等に出向いて、妊娠・出産や子育てに関する基礎講座や意見交換会、子育て
の模擬体験等を内容とするセミナーを開催する。

産業経済部 労働政策課
ぐんまのイクボス養成
塾（2-(3)再掲）

839 継続
企業のトップや管理職向けに、部下の育児休業取得促進やワーク・ライフ・バランスの実
現に向けた啓発セミナーを実施する。

産業経済部 労働政策課
群馬県いきいきGカン
パニー認証制度（2-(3)
再掲）

603 継続

育児休業制度に加え、介護休業制度の定着・充実・利用促進や職場における女性の活
躍推進、従業員の家庭教育等ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組んでいる
企業を認証することにより、企業の取組を後押しし、男女とも働きやすい職場環境づくりを
推進する。

産業経済部 労働政策課
働き方改革アドバイ
ザー認定（2-(3)再掲）

437 継続
社会保険労務士や中小企業診断士等を対象に研修会を行い、修了者を「働き方改革ア
ドバイザー」に認定し、個々の企業における働きやすい職場環境づくりを後押しする。

女性の人材育成と情報の提供

２　平成２９年度男女共同参画施策事業一覧
「＊」は、予算額、決算額で男女共同参画に関する金額を分離することが困難である場合

政策・方針決定過程への女性の参画拡大 「※」は、ぐんま男女共同参画センター実施事業  予算額は、４-(１)センター運営に含む

各分野における指導的地位に占める女性の割合の増加

男性中心型労働慣行等の変革と女性の活躍推進

男性中心型の働き方等の改革の推進
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(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 人事課

「群馬県職員の女性活
躍推進プラン」（1-(1)、
1-(2)、2-(1)、2-(3)再
掲）

0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、
女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進などの取組を推進する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

女性のためのハッピー
キャリアセミナー(2-(3)
再掲）

※ 継続
男女共同参画の視点に立った多様なキャリア形成につながるよう、女性のスキルアップ
を支援する研修を開催する。

環境森林部 林業振興課
ぐんま森林・林業ツ
アー（女子学生編）

345 継続
女性の林業就業を促進するため、首都圏近郊の森林・林業を専攻する女子学生を対象
とした林業現場の見学・体験ツアーを実施。

産業経済部 労働政策課 ジョブカフェ・マザーズ 10,101 継続
子育て中の女性を中心とした就業を希望する女性等のニーズに即した求人開拓、カウン
セリング、企業とのマッチング及び働く女性に係る分野横断的ワンストップ相談を実施す
る。

産業経済部 労働政策課 働く女性支援連携 3,563 継続

国、市町村との連携し、各機関の強みを活かして、就職を希望する女性を対象としたセミ
ナー（１３箇所）及び合同企業説明会（２回）を県内各地域で開催する。
また、女性活躍推進法に基づく市町村推進計画策定促進のため、市町村担当者向け説
明会を開催する。

産業経済部 労働政策課
働く女性に関する法令
の普及・啓発

0 継続
職場における男女の機会均等やセクハラ、マタハラ等の防止、職業生活における女性の
活躍推進に係る各法令等について、国と連携して普及・啓発を図る。

産業経済部 労働政策課
女性リーダー交流会
（1-(1)再掲）

350 継続
管理職同士の交流会や働く女性、管理職を目指す女性のための勉強会・交流会などを
開催し、キャリアアップに向けた不安解消や意欲の向上を図る。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 人事課
特定事業主行動計画
（第３期計画）

0 継続
平成26年度に策定した第３期計画に基づき、職員が仕事と子育ての両立を図ることがで
きるよう、環境整備への取組を推進する。

総務部 人事課

「群馬県職員の女性活
躍推進プラン」（1-(1)、
1-(2)、2-(1)、2-(2)再
掲）

0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、
女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進などの取組を推進する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

事業所における男女
共同参画推進員の設
置（2-(1)

248 継続

男女共同参画推進条例の規定に基づき、事業所に対して職場の男女共同参画を中心と
なって進める推進員の設置を依頼し、情報提供、研修、講演会等により推進員の取組を
支援する。また、県内大学の学生で組織する「ぐんま学生会議」を設置し、各大学の特色
を活かした各界のロールモデルの発掘・発信を行う。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

男性にとっての男女共
同参画会議

33 継続
男女共同参画に関心のある男性を構成員とした会議を設置し、ぐんま女性ネットワーク
会議と連携し、「固定的性別役割分担意識」を解消するための若年層向けの啓発資料作
成を行う。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

女性のためのハッピー
キャリアセミナー（2-(2)
再掲）

※ 継続
男女共同参画の視点に立った多様なキャリア形成につながるよう、女性のスキルアップ
を支援する研修を開催する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

とらいあんぐるん相談
室（8-(1)再掲）

※ 継続
女性が生活の中で抱える不安や悩みについて、専門の相談員が電話による相談を実施
する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

男性のワークライフバ
ランスセミナー（家庭参
画・介護）（2-(1)再掲）

※ 継続
「仕事と家庭の両立」・「仕事と介護の両立」などについて学び、ワークライフバランスを考
えるセミナーを開催する。

こども未来
部

こども政策課
両立支援セミナー(2-
(3)再掲）

0
休廃
止

子育て中の夫、妻、独身者を含むこれから子育てをむかえる企業の従業員等を対象に、
直接企業等に出向いて、妊娠・出産や子育てに関する基礎講座や意見交換会、子育て
の模擬体験等を内容とするセミナーを開催する。

健康福祉部 医務課
病院内保育所運営費
補助事業

111,176 継続 医療従事者のために保育施設を運営する病院設置者に対して補助金を交付する。

健康福祉部 医務課 ナースセンター事業 23,317 継続
看護師等についての無料職業紹介、就労環境の改善に向けた研修、看護師等に対する
看護についての知識及び技能に関する研修等を行う。

健康福祉部 医務課
群馬県医療勤務環境
改善支援センター

2,061 継続
勤務環境改善に取り組む医療機関に対して、専門のアドバイザーが個々の実情を踏まえ
た専門的・総合的な支援を行う。

健康福祉部 医務課
女性医師等就労支援
事業補助

16,600 継続
女性医師等の子育て支援のため、県医師会が行う保育サポーターバンクの運営事業に
対して補助する。

健康福祉部 保健予防課
ぐんま食育応援企業
登録制度

40 継続
県内の食育推進を応援する企業等を募集し、登録する。登録企業には、従業員やその家
族に対する食育の取組実施とともに、県民や食育団体、行政等が行う食育活動に協力し
てもらう。

産業経済部 労働政策課
ぐんまのイクボス養成
塾（2-(1)再掲）

839 継続
企業のトップや管理職向けに、部下の育児休業取得促進やワーク・ライフ・バランスの実
現に向けた啓発セミナーを実施する。

産業経済部 労働政策課
群馬県いきいきGカン
パニー認証制度（2-(1)
再掲）

603 継続

育児休業制度に加え、介護休業制度の定着・充実・利用促進や職場における女性の活
躍推進、従業員の家庭教育等ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組んでいる
企業を認証することにより、企業の取組を後押しし、男女とも働きやすい職場環境づくりを
推進する。

産業経済部 労働政策課
働き方改革アドバイ
ザー認定（2-(1)再掲）

437 継続
社会保険労務士や中小企業診断士等を対象に研修会を行い、修了者を「働き方改革ア
ドバイザー」に認定し、個々の企業における働きやすい職場環境づくりを後押しする。

産業経済部 労働政策課
多様な働き方の普及・
啓発

0 継続
女性が仕事と家庭を両立しながら働き続けるために、短時間勤務やテレワークの導入
等、柔軟で多様な働き方について、国等と連携しながら普及・啓発を図る。

働く場における女性の活躍（男女共同参画）の推進

仕事と生活の調和の実現
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部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

産業経済部
産業人材育成
課

育児等との両立に配
慮した離職者向け訓
練

13,104 継続 育児等両立支援のため、短時間のコースで離職者向け訓練を実施する。

産業経済部 商政課

創業者・再チャレンジ
支援資金（女性・若者・
シニア要件）(3-(2)再
掲）

＊ 継続

女性の創業を支援するため「女性・若者・シニア要件」を創設し、保証協会又は認定経営
革新等支援機関から創業計画策定等の支援を受けた場合に信用保証料を０．２５％引き
下げる。
　・融資限度額　15,000千円
　・融資利率　　1.55%以内
　・融資期間　　運転資金5年以内（据置1年以内）  設備資金7年以内（据置1年以内）
　　　　　　　　 　運転設備資金7年以内（据置1年以内）

３

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

理工系チャレンジ支援
セミナー(10-(3)再掲)

※ 継続
理工系分野への女性の進出を啓発するため、女子高校生を対象とするセミナーや保護
者向けの講演会を開催する。

産業経済部 労働政策課 女性の職域拡大 0 継続
「ジョブカフェ・マザーズ」において、女性の活躍推進に取り組む企業と就業を希望する女
性のマッチングを支援し、女性の職域拡大を図る。

産業経済部
産業人材育成
課

ものづくりの魅力発見
プロジェクト（10-(3)再
掲）

0 継続
ものづくりにおける普通科出身の若者や女性の活躍事例や高校生の体験学習を通じて、
ものづくり等の県基幹産業への若者・女性の進出を促進する。

県土整備部 建設企画課
女性建設技術者の働
く環境整備事業

405 継続
若手・女性が働きやすい職場環境の整備に向けて理解を深めてもらうためのセミナーを
開催する。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

～とらいあんぐるんサ
ロン（女性の交流・ネッ
トワーク構築）（1-(2)再
掲）

165 継続
起業等のキャリアアップをめざす女性によるネットワークを構築し、情報交換等による女
性の交流・キャリア形成を支援する。

産業経済部 商政課

創業者・再チャレンジ
支援資金（女性・若者・
シニア要件）（2-(3)再
掲）

＊ 継続

女性の創業を支援するため「女性・若者・シニア要件」を創設し、保証協会又は認定経営
革新等支援機関から創業計画策定等の支援を受けた場合に信用保証料を０．２５％引き
下げる。
　・融資限度額　15,000千円
　・融資利率　　1.55%以内
　・融資期間　　運転資金5年以内（据置1年以内）　　設備資金7年以内（据置1年以内）
　　　　　　　　 　運転設備資金7年以内（据置1年以内）

産業経済部 商政課
女性創業者創出ミー
ティング

72 継続 女性の創業意欲を高めるため、女性創業者と対話交流する機会を設ける。

産業経済部 商政課
女性のための起業入
門セミナー

0
休廃
止

女性目線でのマーケティング、事業計画等を学ぶセミナーを実施

４

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

企画部 地域政策課
地域づくりネットワーク
推進

2,310 継続
地域づくり団体と県、市町村で構成される「群馬県地域づくり協議会」の運営を通して、多
様な主体相互の交流と連携を図る。

生活文化ス
ポーツ部

県民生活課
ＮＰＯ・ボランティアサ
ロンぐんまの運営

5,800 継続
ＮＰＯやボランティアに関する相談、情報収集・提供、施設・設備の提供等を通じてＮＰＯ
やボランティア団体等の支援を行う。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

ぐんま男女共同参画
センターの運営

20,412 継続
県における男女共同参画推進の活動拠点として、ぐんま男女共同参画センターの管理運
営と各種事業の実施を行う。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

ぐんま男女共同参画
センター登録団体活動
支援

※ 継続
男女共同参画に資する活動を行う団体を登録。当センター研修室の優先予約や使用料
半額、男女共同参画に関する情報提供など、その活動を支援する。

環境森林部 環境政策課
美しい郷土を守る県民
大作戦

54 継続
春の環境美化月間（５～６月）県、市町村、団体等が環境美化活動を実施する。
秋の環境美化月間（９月～１０月）市町村が中心になって環境美化活動を実施する。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

農政部
農業構造政策
課

農業農村リーダー等
活動促進

443 継続
女性農業者の主体的な社会参画を促進するため、活動に意欲的な女性農業者を農村生
活アドバイザーとして認定する。また、認定者を対象に研修会等を開催し、その資質向上
を図る。

農政部
農業構造政策
課

女性農業者活動支援 2,771 継続

農業・農村における男女共同参画の推進するため、女性農業者が能力を活かせる環境
づくりや経営・社会参画活動を支援し、各種方針決定の場に参画する人材を育成する。
また、地域で活躍する女性農業者の取り組みを冊子にまとめて紹介するとともに、農業
見学バスツアーを開催し、農業への理解を促進する。

農政部
農業構造政策
課

はばたけ「ぐんまの担
い手」支援事業

66,000 継続
本県農業の構造改革を加速化するため、認定農業者、新規就農者、企業参入など意欲
ある担い手への支援を行う。

ものづくり分野等への職域拡大、チャレンジ支援

職域拡大の推進

起業等への支援

地域、農山村における男女共同参画の推進

地域活性化の取組、県民との協働の推進

農業・農村活性化と農村女性の経済的地位向上、環境の整備
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５

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

消費生活課
女性向け防犯意識向
上対策（5-(3)再掲）

281 継続
女性が被害者となるわいせつ事案等の悪質な犯罪が増加する中、女性（主に女子中高
生・大学生）の防犯意識の向上を図るため、啓発冊子を作成する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんまＤＶ対策基本計
画（第３次）の推進

0 継続
ぐんまＤＶ対策推進計画（第３次）（H26～H30）の重点施策の目標達成のため積極的な推
進を図る。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ＤＶ防止啓発広報・啓
発活動

1,271 継続 ＤＶ啓発リーフレット、啓発カード、若年者向け啓発リーフレットを作成・配布する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

中学・高校・大学等へ
のＤＶ防止啓発講師派
遣事業

540 継続
若年者がＤＶに対し、正しい知識と理解を深めるため、中学・高校・大学等へ講師を派遣
し、デートＤＶ防止講座を開催するほか、学校指導者に対して、デートＤＶに係る研修を実
施する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

女性に対する暴力をな
くす運動

0 継続
県HPによる広報活動の他、啓発ポスター・リーフレットの掲示や配布、また、県庁舎内に
おいてDV防止啓発CMを放映し、県民に周知し、理解を深める。

健康福祉部 障害政策課
障害者虐待防止対策
支援事業（7-(2)再掲）

4,577 継続
県障害者権利擁護センターを設置し、虐待相談の受付、関係機関とのネットワーク会議
の開催、広報・啓発、市町村への専門職チームの派遣、虐待防止・権利擁護研修等を実
施する。

警察本部
生活安全部子
ども・女性安全
対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(5-(3)、9-(3)再
掲)

72 継続
声掛け・つきまとい、公然わいせつ等性犯罪等の前兆とみられる事案等発生時に、情報
の収集・分析、犯行が予測される現場周辺での警戒活動、検挙、指導、警告等により、重
大事件を未然に防止する先制・予防的活動を推進する。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

女性相談所・女性相談
センターの運営

55,717 継続
女性相談所において、女性の様々な悩みの相談を受けるとともに要保護女子の転落防
止と自立更生のための支援を行う。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

一時保護施設の運営 4,107 継続
要保護女子のうち、短期間の更生指導を必要とする者、関係機関へ移送されるまでの間
の待機者などを一時保護し、生活指導を行う。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

三山寮の運営 2,939 継続
問題解決に長期間を要する要保護女子を一時保護所から受け入れ、生活指導、職業指
導などを行い自立更生を図る。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

女性に対する暴力被
害者支援機関ネット
ワーク

0 継続 暴力被害者支援関係機関の相互協力と連携を推進する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ＤＶ被害者等総合支援
事業

1,900 継続
ＤＶ被害者の緊急避難所（シェルター）を運営する民間団体に運営費を助成するほか、被
害者の保護及び自立支援活動に係る同行支援経費の補助を行う。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ＤＶ被害者等地域生活
定着支援事業

1,927 継続
民間支援団体に地域生活定着支援員を配置し、一時保護所等退所後のＤＶ被害者が、
地域生活に定着するための支援を実施する。

県土整備部 住宅政策課
県営住宅優先入居(5-
(3)、7-(1)再掲)

0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高める。

警察本部
生活安全部子
ども・女性安全
対策課

配偶者からの暴力事
案に対する指導・取締
り及び被害者の保護
対策

21 継続
被害者の意向を踏まえつつ、各種法令を積極的に適用して加害者の検挙に努めるほ
か、配偶者暴力防止法に基づく保護命令への対応や援助措置等の対応や関係機関との
情報共有を図り、被害者の安全と平穏な生活を確保する。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

消費生活課
女性向け防犯意識向
上対策（5-(1)再掲）

281 継続
女性が被害者となるわいせつ事案等の悪質な犯罪が増加する中、女性（主に女子中高
生・大学生）の防犯意識の向上を図るため、啓発冊子を作成する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

犯罪被害者等支援 4,980 継続
犯罪被害者支援に係る相談支援員の設置、スーパーバイザー（臨床心理士等）招聘、県
民理解のための啓発活動を実施する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

性犯罪･性暴力被害者
ワンストップ支援セン
ター運営

14,363 継続
性犯罪･性暴力被害者の心身のサポートをワンストップで行う群馬県性暴力被害者サ
ポートセンターを運営する。

県土整備部 住宅政策課
県営住宅優先入居(5-
(2)、7-(1)再掲)

0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高める。

警察本部
警務部広報広
聴課

犯罪被害者支援のた
めの広報推進

706 継続

性犯罪被害者等に対し、ポスターやリーフレット等により各種支援制度や相談窓口を紹
介するほか、講演会等を開催して、犯罪被害者支援の重要性と必要性を訴え、「社会全
体で被害者を支え、被害者も加害者も出さない安全で安心なまちづくり」の気運の醸成を
図る。

警察本部
生活安全部子
ども・女性安全
対策課

ストーカー行為に対す
る指導・取締り及び被
害者の保護対策

3,532 継続
被害者の意向を踏まえつつ、ストーカー規制法を始め、各種法令を積極的に適用して行
為者の検挙に努めるとともに、警告・援助等の行政措置により危害の発生や拡大を防
ぎ、被害者の安全と平穏な生活を確保する。

警察本部
生活安全部子
ども・女性安全
対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(5-(1)、9-(3)再
掲)

72 継続
性犯罪発生状況及び性犯罪等の前兆となる声掛け事案等発生時の情報収集、分析やこ
れまでの教訓となる対応に基づき、被害防止に関する知識及び技能を体得させるため、
子どもや女性を対象とした防犯講話や護身術指導教室等を積極的に開催する。

警察本部
生活安全部生
活環境課

人身取引事犯対策 0 継続
入国管理局等の関係機関と連携し、悪質な経営者、仲介業者等の取締りを強化し、被害
者の早期保護及び事案の解明等人身取引事犯対策を推進する。

暴力の予防と根絶するための環境づくり

女性等に対するあらゆる暴力の根絶

配偶者等からの暴力被害者支援の充実

性暴力・ストーカー行為・人身取引等への対策の推進
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６

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

こども未来
部

児童福祉課 虐待予防対策 0
休廃
止

育児不安のある親や発達に遅れがみられる児等の保護者を対象とした相談を実施する
とともに、個別支援を行うことにより虐待を未然に防ぐ。
※女性健康支援センター事業と統合

こども未来
部

児童福祉課
先天性代謝異常等検
査

49,387 継続
生まれつき酵素やホルモンが欠けているために起こる、早期治療が有効な19疾患につい
て検査を行うとともに、検査の結果、要観察や要治療となった児については小児医療セン
ターが中心となって事後フォローを行う。

こども未来
部

児童福祉課
不妊専門相談センター
事業

1,882 継続
不妊や不育症に悩む夫婦等が気軽に専門相談を受けられるよう、群馬県健康づくり財団
内に設置した不妊専門相談センターにおいて、電話予約による個別相談を行うとともに、
不妊相談窓口となる市町村等母子保健従事者向け研修を実施する。

こども未来
部

児童福祉課
特定不妊治療費助成
事業

264,097 継続
高額の治療費がかかる特定不妊治療（体外受精・顕微授精）について、経済的負担の軽
減を図るため、医療保険が適用されない治療費の一部を助成する。

こども未来
部

児童福祉課
女性健康支援センター
事業

2,500 継続

産後うつや育児不安のある保護者を対象に精神科医等による面接相談を実施するととも
に、個別支援を行うことにより虐待を未然に防ぐ。また、思春期の悩みや婦人科疾患・更
年期障害に関する悩み、望まない妊娠等、女性のこころと身体の悩みについて相談対応
することで、生涯を通じた女性の健康づくりを推進する。

健康福祉部 医務課 周産期医療対策 168,028 継続
周産期医療体制の整備を図るため、県が指定及び認定した総合・地域周産期母子医療
センターに対する運営費補助や、事業推進のために周産期医療対策協議会を開催する
とともに周産期医療情報システムの運営を行う。

健康福祉部 保健予防課 生活習慣病予防対策 120,742 継続
糖尿病、特定健診・保健指導、たばこ等の生活習慣病対策を行う他、市町村の健康増進
事業に対して補助を行う。

健康福祉部 保健予防課
女性特有のがん対策
推進

1,523 継続
乳がん検診及び子宮頸がん検診等の環境整備（マンモグラフィ技術講習会、啓発普及
等）を実施する。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

健康福祉部 保健予防課 エイズ予防啓発事業 2,193 継続
一般県民に街頭や事業所等で、正しい情報の提供に努め、キャンペーンを実施する。教
育委員会との連携を強化し、学生等に対し講演会等による啓発事業を行う。

健康福祉部 保健予防課
特定感染症等検査事
業

6,766 継続
HIV等感染者の早期発見を図るため、県内各保健福祉事務所にてHIV検査等及び相談
事業を無料、匿名で実施する。

教育委員会 健康体育課
性に関する教育・エイ
ズ教育指導者研修会
の開催

49 継続
学校において、性に関する教育及びエイズ教育が効果的に実施されるよう指導方法等の
普及啓発を図る。

教育委員会 健康体育課
県立高等学校エイズ
講演会推進事業の実
施

280 継続
県立高等学校（高等部）で実施する性・エイズ講演会の経費を措置し、性及びエイズ教育
の推進に役立てる。

７

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

こども未来
部

児童福祉課 児童扶養手当 1,107,498 継続
父又は母と生計を同じくしていない児童を監護又は養育している家庭等の生活の安定と
自立を助け、児童福祉の増進を図る。

こども未来
部

児童福祉課 母子・父子自立支援 18,330 継続
母子家庭の母等に対し、母子・父子自立支援員を中心とした総合的な自立支援策を講
じ、母子父子寡婦福祉の増進を図る。

こども未来
部

児童福祉課
母子家庭等就業・自立
支援センター事業

3,140 継続
就労による自立を目指す母子家庭の母等に対する相談員による就業相談、養育費相
談、就業支援講習会の開催等により自立を支援する。

こども未来
部

児童福祉課
母子家庭自立支援給
付

56,182 継続
母子家庭の母が就業に有利な知識・技能の習得及び資格取得を目指す場合に、教育訓
練費等を支給する。

健康福祉部 国保援護課
福祉医療費（母（父）子
家庭等）補助制度

706,241 継続
母(父)子家庭の母(父)と子ども、父母のいない子どもの健康管理の促進と、経済的負担
の軽減などを目的として、市町村が保険医療費の患者負担分を助成する事業に対して
補助する。

産業経済部
産業人材育成
課

母子家庭の母等の職
業的自立促進

＊ 継続 母子家庭の母等の職業的自立を促すため、職業訓練を実施する。

県土整備部 住宅政策課
県営住宅優先入居(5-
(2)、5-(3)再掲)

0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高める。

県土整備部 住宅政策課 県営住宅家賃減免 0 継続 世帯の収入が基準額以下の場合は家賃を減免する。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

メディカルインタープリ
ター養成・研修事業

491 継続
言語の問題で医療サービスが十分に受けられない外国籍住民等を支援するため、医療
通訳ボランティアを養成・研修する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

メディカルインタープリ
ター派遣コーディネー
ト業務委託

1,079 新規
閉庁日や緊急時の申請への対応等の課題をカバーするため、H28年度まで県が実施し
ていた派遣コーディネート業務を、NPO法人へ委託する。

生涯を通じた健康づくりの推進

生涯を通じた健康支援

性に関する適切な知識の普及及び啓発活動の充実

様々な人々が安心して暮らせる環境整備、生活困窮者への対応

ひとり親家庭等の自立支援

高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境整備の促進
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部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

災害時外国人支援事
業

539 継続
災害時において、災害時要配慮者となる可能性の高い外国人住民に対し、より一層配慮
した対応ができるようにするため、①災害時外国人通訳ボランティア養成講座、②外国人
住民が避難所を模擬体験できる訓練を実施する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

性的少数者に関する
啓発

390 継続
性的少数者に対する正しい理解を広め、セクシュアリティ（性のあり方）の多様性を認め
合う社会づくりを推進することを目的として、講演会及び施策検討会議のほか、性的少数
者の相談に応じる相談員向け研修会を実施。

健康福祉部 介護高齢課 介護の仕事ＰＲ 1,000 継続
「介護の日（１１月１１日）」を機に、介護についての理解と関心を喚起し、介護職等のイ
メージアップと働きがいのある仕事であることの再認識を図るため、イベントを開催する。

健康福祉部 介護高齢課
児童・生徒向けパンフ
レットの作成

1,961 継続
将来の介護を担う小・中・高校生を対象に、介護に関する理解を深めるため、福祉教育
資料を作成し配付する。

健康福祉部 介護高齢課
介護知識･技術普及啓
発

2,849 継続 介護に関する研修を実施し、高齢者介護に関する知識・技術の普及を図る。

健康福祉部 介護高齢課
高齢者の生きがいと健
康づくり支援

36,826 継続
単位老人クラブ及び市町村老人クラブ連合会の自主活動の促進と健全な育成を図るた
め、市町村が交付する助成額に対し補助を行う。

健康福祉部 介護高齢課
介護保険制度普及パ
ンフレットの作成

389 継続
介護保険制度について県民の理解を深め、制度見直しによる制度安定に向け、周知・啓
発用冊子を作成。関係機関等への配布のほか、同内容を県ＨＰに掲載する。

健康福祉部
地域包括ケア
推進室

介護予防対策推進事
業

15,060 継続
①介護予防を行う市町村の支援。②市町村担当者や介護予防従事者への研修実施。③
介護予防や各分野のリハビリテーションが円滑に実施されるよう体制整備の推進。

健康福祉部 介護高齢課
国保連苦情処理体制
整備補助

6,000 継続
介護保険サービスに関する利用者からの苦情処理機関である国民健康保険団体連合会
に対して、体制整備の支援を行う。

健康福祉部 介護高齢課
高齢者住宅改造費助
成

＊ 継続
所得税非課税世帯で６０歳以上のひとり暮らし高齢者又は高齢者のみの世帯等を対象
に、市町村が家屋のバリアーフリー工事を伴う改造費用を助成した場合に市町村補助を
行う。（在宅要援護者総合支援(高齢者分)のメニュー事業）

健康福祉部 障害政策課
思いやり駐車場利用
証制度

751 継続
「思いやり駐車場利用証制度」の実施により対象者がいつでも車いす駐車場を利用でき
る環境を整備する。

健康福祉部 障害政策課 福祉のまちづくり推進 195 継続
「人にやさしい福祉のまちづくり条例」に基づく施策を推進する（普及啓発、特定生活関連
施設の届出審査、適合証交付）。

健康福祉部 障害政策課
障害者就業・生活支援
ｾﾝﾀｰ事業

49,984 継続
県内8カ所の障害者就業・生活支援センターに生活支援担当者を配置。離職者又は離職
するおそれのある在職者など就職や職場定着が困難な障害への相談・定着支援を行う。

健康福祉部 障害政策課
障害者虐待防止対策
支援事業（5-(1)再掲）

4,577 継続
県障害者権利擁護センターを設置し、虐待相談の受付、関係機関とのネットワーク会議
の開催、広報・啓発、市町村への専門職チームの派遣、虐待防止・権利擁護研修等を実
施する。

産業経済部 労働政策課
シルバー人材センター
事業補助

14,230 継続
定年退職後等に自分の能力を活かしたい、また社会参加のために働きたいという高齢者
に臨時・短期的又はその他の軽易な就業の場を提供するシルバー人材センター及びミニ
シルバー人材センター等を構成員とするシルバー人材センター連合に対し補助する。

産業経済部 労働政策課
シニア就業支援セン
ター

13,293 継続

中高年齢者の再就職のための就職相談・職業紹介に加え、就農・起業・ボランティア等の
多様なニーズの相談・情報提供を行う就業支援事業とともに、知識・技能を活かしたい高
年齢者とその能力を必要とする企業データを蓄積・マッチングする事業（能活事業）を実
施する。

産業経済部 労働政策課 障害者雇用促進対策 38,737 継続
障害者の就労先・実習先を開拓し、障害者就業・生活支援センターの登録者等の就労・
実習に結びつける。障害者雇用に係る優良事業所等の表彰・セミナーや事業主向けの
職場見学会を開催する。

産業経済部 労働政策課
障害者就労サポートセ
ンター

4,204 継続
ハローワークや特別支援学校等の関係機関との連携による県内１０地域における就労支
援ネットワークの構築等を実施する。

産業経済部
産業人材育成
課

障害者能力開発 19,685 継続
障害者の職業能力開発機会の充実を図るため、次の事業を実施する。
・障害者委託訓練（知的・身体・精神障害者を対象とした委託訓練）

県土整備部 交通政策課
市町村乗合バス車両
購入費補助

8,135 継続 県民生活の足を守るため、市町村が運営する路線バスの、車両購入経費を補助する。

県土整備部 交通政策課
交通施設バリアフリー
化補助

47,975 継続 駅のバリアフリー化に要する経費の一部を補助する。

県土整備部 交通政策課
バス運行対策費補助
（車両償却費等）

22,390 継続
赤字の生活交通路線を運行するバス事業者に対して、バリアフリー車両の購入に係る減
価償却費等を補助する。

県土整備部 道路管理課
道路におけるバリアフ
リー対策

＊ 継続 県が管理している国道や県道において、バリアフリー対応の改修工事を実施する。

県土整備部 住宅政策課
住宅確保要配慮者へ
の居住支援

70 継続
住宅セーフティネット法に基づき組織される「群馬県居住支援協議会」を通じて、住宅確
保要配慮者の入居可能な賃貸物件の周知を行う。

８

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

群馬県男女共同参画
推進委員会

355 継続
男女共同参画推進条例の規定に基づき「群馬県男女共同参画推進委員会」を設置し、
男女共同参画の推進に関する重要事項を審議する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

男女共同参画に関す
る意見の申出の受付

0 継続
男女共同参画推進条例の規定に基づき県民及び事業者からの男女共同参画に関する
施策についての意見に回答する。

制度・慣行、意識の変革、支援体制の整備

社会や家庭における制度・慣行の見直し

- 35 -



部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

市町村男女共同参画
基本計画の策定支援

0 継続 市町村における男女共同参画基本計画の策定支援を行う。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

男女共同参画推進責
任者（庁内）の設置

0 継続
県が実施する施策を男女共同参画の観点から点検するとともに、職場の男女共同参画
を促進するため、各所属に男女共同参画推進責任者を設置する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんま女性活躍大応
援団（8-(3)

122 継続
地域ぐるみで女性活躍の輪を広げることを目的に、県内企業・団体を登録団体とする「ぐ
んま女性活躍大応援団」を設置し、女性活躍応援メッセージを発信することにより、女性
活躍の気運を醸成する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

とらいあんぐるんＬＧＢ
Ｔ講演会

※ 継続 性的少数者（ＬＧＢＴ）への理解を深めるための県民向け講演会を開催する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

とらいあんぐるん相談
室（2-(3)再掲）

※ 継続
女性が生活の中で抱える不安や悩みについて、専門の相談員が電話による相談を実施
する。

教育委員会 高校教育課 高校教育改革推進 36 継続
「高校教育改革推進計画」に基づく高校教育改革の推進に関わり、意見交換会等の開
催、桐生・みどり地区新高校の概要の策定等を行う。

        

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんま女性活躍推進
フォーラム

1,234 継続 女性活躍応援の気運醸成を目的としてフォーラムを開催する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

男女共同参画に関す
る年次報告

98 継続
男女共同参画推進条例の規程に基づき、男女共同参画の推進の状況及び男女共同参
画の推進に関する県の施策の実施状況について報告書を作成し公表する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

人権教育・啓発の推進
（10-(2)再掲）

200 継続 民間団体が自主的に行う人権啓発につながる事業の経費の一部を補助する。

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

男女共同参画週間記
念事業

60 継続
男女共同参画社会に対する理解を深めるため、男女共同参画週間にちなみ女性団体連
絡協議会と共催し、男女共同参画フェスティバルを開催するとともに、男女共同参画に関
する展示等を実施する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

ぐんま男女共同参画
センター・センター通信
の発行

※ 継続
地域で活動する男女共同参画グループをはじめ、広く県民に対し、男女共同参画に関す
る情報やセンターの事業等について情報発信するため、「ぐんま男女共同参画センター
通信」を発行するとともに、ホームページに掲載する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

ぐんま男女共同参画
センター・図書貸出し、
資料収集

※ 継続 図書の購入・貸出しや、他県等の男女共同参画に関する資料の収集・管理を行う。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

ぐんま女性活躍大応
援団（8-(1)

122 継続
地域ぐるみで女性活躍の輪を広げることを目的に、県内企業・団体を登録団体とする「ぐ
んま女性活躍大応援団」を設置し、女性活躍応援メッセージを発信することにより、女性
活躍の気運を醸成する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

地域連携男女共同参
画講演会（10-(2)再
掲）

0
休廃
止

市町村等とぐんま男女共同参画センターとの共催で、男女共同参画に関する講演会を実
施する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

１２市男女共同参画担
当者情報交換会

※ 継続
男女共同参画の取り組みが効果的に実施できるよう、県・ぐんま男女共同参画センターと
１２市の担当者による意見交換を行う。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

男女共同参画協働事
業

※ 継続 民間団体とぐんま男女共同参画センターとの協働で、セミナー等を実施する。

９

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 学事法制課
私立幼稚園預かり保
育推進事業費補助

31,990 継続
幼稚園の教育時間終了後及び長期休業期間に、園児を園内で過ごさせる預かり保育を
実施する幼稚園に対して補助する。（補助対象：学校法人）

総務部 学事法制課
私立幼稚園子育て支
援推進事業費補助

10,200 継続 子育て支援事業を実施する私立幼稚園に対して補助する。（補助対象：学校法人）

こども未来
部

こども政策課
ぐーちょきパスポート
事業

588 継続
子ども一人ひとりを社会全体で応援する機運の醸成を図るため、ぐーちょきパスポートを
配布するとともに、企業や店舗への協賛加入の働きかけ及び子育て情報紙等に事業情
報を掲載する。

こども未来
部

子育て・青少年
課

子ども・子育て支援整
備交付金

119,848 継続
市町村が実施する子ども・子育て支援新制度に基づく放課後児童クラブの施設整備に対
して補助する。

こども未来
部

子育て・青少年
課

子ども・子育て支援交
付金

2,088,640 継続
市町村が実施する子ども・子育て支援法に定められた１３の「地域子供子育て支援事業」
に対して補助する。

健康福祉部 国保援護課
子どもの医療費無料
制度

4,060,511 継続
子どもの健全育成と子育て世代の経済的な負担の軽減を図るため、中学生以下の子ど
もを対象に、市町村が保険医療費の患者負担分を助成する事業に対して補助する。

産業経済部 商政課
中小企業パワーアップ
資金（職場創造支援要
件）

＊ 継続

高齢者、障害者及び女性が働きやすい職場環境を整備しようとする中小企業に資金を以
下の要件により融資する。
　・融資限度額　50,000千円
　・融資利率　　1.7%以内（信用保証付1.3%～1.4%以内）
　・融資期間　　12年以内 （据置期間2年以内）

多様な主体の連携による支援体制の整備

広報の推進、情報の収集・整備・提供

子育て環境の整備

多様なライフスタイルに対応した子育て支援策の充実
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部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

産業経済部 観光物産課
ぐんまビジタートイレ認
証制度

909 継続
誰もが安心して快適に使用することができるトイレの維持・整備を推進し、県内観光地等
のイメージアップを図る。

教育委員会 生涯学習課
地域学校協働活動推
進事業

29,570 継続
地域の住民や豊富な社会経験を持つ外部人材等の協力を得て、学校外における子ども
たちの活動支援を行う。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

こども未来
部

児童福祉課 児童相談活動 48,991 継続
児童相談所で子どもに関するあらゆる相談に応じるとともに、必要な支援を行い、児童虐
待の防止等、児童福祉の向上を推進する。

こども未来
部

児童福祉課
児童虐待防止対策の
推進

59,119 継続
児童虐待の予防、早期発見・早期対応、保護・支援から再発防止、自立支援に至るま
で、一貫した虐待防止対策を推進する。

こども未来
部

児童福祉課 社会的養護の推進 2,883,596 継続
里親委託や施設のケア単位の小規模化を推進し、虐待等により社会的養護を必要とす
る児童が家庭的な養育環境の中で生活できるようにする。

教育委員会 義務教育課
児童虐待防止に関す
る教職員研修の推進

0 継続
小中学校人権教育推進協議会の中で児童虐待防止に関する研修を実施する。
※人権教育推進会議の予算で対応

警察本部
生活安全部
少年課

児童虐待ゼロ！プロ
ジェクトの推進

342 継続
「事件対処」、児童相談所等との「関係機関との連携」及び「被害の見逃し防止」を３本柱
とした「児童虐待ゼロ！プロジェクト」により、児童虐待の早期発見による未然防止の取組
を強化する。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

消費生活課
子ども向け防犯出前
講座

2,741 継続
子ども自身の危険回避能力を高めるため、紙芝居、ロールプレイ等を活用した防犯出前
講座を実施するとともに、地域安全マップづくり活動への指導員派遣等の支援を行う。

こども未来
部

子育て・青少年
課

青少年健全育成条例
施行運営

100 継続
青少年健全育成条例の周知啓発を行い、青少年の健全な育成を阻害するおそれのある
行為の防止及び青少年の健全育成を推進する。

こども未来
部

子育て・青少年
課

青少年健全育成審議
会運営

1,412 継続
複雑化する青少年問題に対応するため、青少年健全育成審議会を開催し、青少年の健
全育成に関する重要事項及び青少年に有害な映画、図書類、玩具類等の調査・審議を
行う。

こども未来
部

子育て・青少年
課

新しい有害環境から子
どもを守る取組推進

3,251 継続
スマートフォンなどからのインターネット利用による青少年の有害情報問題について、知
識・技能を持った市民リーダーの育成とその活動を支援し、保護者や地域の大人への啓
発を図り、子どもの安全・安心なインターネット利用を推進する。

健康福祉部 医務課
小児救急電話相談
（＃８０００）

40,676 継続
子どもが急に具合が悪くなったとき、すぐに受診した方がよいのか、家庭でどのように処
置をすればよいのか等について、保健師または看護師が電話で相談に応じる。

警察本部
生活安全部子
ども・女性安全
対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(5-(1)(3)再掲)

72 継続
声掛け、つきまとい、乗車誘引等子どもが被害者となる犯罪の前兆事案発生時に、情報
の収集・分析、犯行が予測される現場周辺での警戒活動により、検挙又は指導・警告を
行い、重大事件を未然に防止する先制・予防的活動を推進する。

警察本部
生活安全部
少年課

少年の福祉を害する
犯罪の取締り及び被
害防止対策の推進

120 継続
児童ポルノを始めとする福祉犯罪の取締りを推進するとともに、スマートフォン等の普及
を踏まえた児童の犯罪被害等を防止するための、広報啓発活動を推進する。

１０

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

教育委員会 義務教育課 人権教育研修・指導 115 継続
公立小学校、中学校及び特別支援学校の教員を対象に、地区別人権教育研究協議会を
開催し、授業研究会等を通して、指導力の向上を図る。

教育委員会 義務教育課
人権教育推進関係会
議

139 継続
校種別の人権教育推進協議会や県市町村人権教育推進連絡協議会を開催し、人権教
育推進のための課題や施策に関する協議・情報交換等を行い、教員の指導力の向上や
市町村における人権教育の改善・充実を図る。

教育委員会 義務教育課 人権教育・啓発 380 継続
指導・学習資料、啓発資料等の作成・配布や、啓発ビデオの購入を行い、学校教育及び
家庭教育における人権教育の推進を図る。

教育委員会 義務教育課 人権教育研究推進 1,200 継続
小中学校各１校及び総合推進地域１地域を指定するとともに、指定校等連絡協議会を開
催し各学校の取組内容や実践上の成果・課題等について協議することを通して、指導方
法の改善充実を図る。

教育委員会 義務教育課
道徳教育総合支援事
業

2,767 継続
各学校の道徳教育推進の中核となる教員等を対象に、指導内容・方法等の改善を図る
ための協議会を実施する。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

人権男女・多文
化共生課

人権教育・啓発の推進
（8-(2)再掲）

200 継続 民間団体が自主的に行う人権啓発につながる事業の経費の一部を補助する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

とらいあんぐるん大学
連携講座

※ 継続 男女共同参画社会に関する高い知識を提供するため、大学と連携し講座を開催する。

地域、家庭における教育・学習の推進

児童虐待防止施策の充実

子どもの安全の確保

教育・学習の充実

学校教育における男女平等・人権教育の推進
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部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

男女共同参画実践講
座

※ 継続
地域における男女共同参画を推進するため、実践活動のポイントを学ぶ講座を開催す
る。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

地域連携男女共同参
画講演会（10-(2)再
掲）

0
休廃
止

市町村等とぐんま男女共同参画センターとの共催で、男女共同参画に関する講演会を実
施する。

教育委員会 生涯学習課 ぐんま県民カレッジ 1,353 継続
県、市町村、大学、カルチャーセンター等の様々な期間と連携し、多様な学習機会を提供
する。

教育委員会 生涯学習課
人権教育指導者研修
会

306 継続
社会教育における人権教育推進の中核となる指導者を対象に、その資質の向上を図る
ための研修を実施する。

教育委員会 生涯学習課
人権教育指導者養成
講座

400 継続
人権問題に関する啓発活動の充実に資するため、人権教育指導者養成講座を開設し、
社会教育における人権教育指導者の資質の向上を図る。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活文化
スポーツ部

文化振興課 自然史博物館の運営 251,243 継続
群馬の自然をわかりやすく学べるようにするだけでなく、利用者の学習活動を応援した
り、専門的・技術的な調査研究成果の発表の場を提供する。

生活文化
スポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

理工系チャレンジ支援
セミナー（3-(1)再掲）

※ 継続
理工系分野への女性の進出を啓発するため、女子高校生を対象とするセミナーや保護
者向けの講演会を開催する。

産業経済部
産業人材育成
課

ものづくりの魅力発見
プロジェクト（3-(1)再
掲）

0 継続
ものづくりにおける普通科出身の若者や女性の活躍事例や高校生の体験学習を通じて、
ものづくり等の県基幹産業への若者・女性の進出を促進する。

産業経済部
産業人材育成
課

産業技術専門校訓練
生募集

＊ 継続
ものづくりの魅力や技能・技術の面白さをPRし、女性のものづくり産業への進出を促進す
るために、女性向けのものづくりの魅力を伝えるイベントを実施する。

教育委員会 生涯学習課 少年科学教育推進 3,394 継続
子どもたちに体験型の学習機会を提供するため、科学展示室やプラネタリウムを運営、
また科学教室を開催する。

教育委員会 生涯学習課
ぐんま天文台：観測研
究・教育普及

19,953 継続
県民に親しまれる教育・学習施設として、学校等における学習プログラムの提供、出張講
演会や天体観測会を実施する。

教育委員会 生涯学習課 ぐんま昆虫の森運営 100,453 継続
自然体験学習の場として整備した昆虫の森において、自然観察会や里山体験等各種プ
ログラムを実施する。

１１

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 危機管理室 県民防災塾 47 継続
地域社会で中心となって防災に取り組み、自主防災組織等のリーダーとして活躍できる
人材の育成、発掘等を目的に、防災に関する講義、初期消火訓練、普通救命講習等の
実習を内容とする県民防災塾を開催する。

総務部 危機管理室 被災地視察研修会 84 継続
自主防災組織の新規結成や活動の活性化、また地域防災を担う人材の育成を通じて地
域防災力の向上を図るため、被災地視察研修会を開催する。

総務部 危機管理室
市町村地域防災計画
の見直しに対する助
言・支援

0 継続
市町村地域防災計画の見直しについて、事前相談や修正の報告を受けた際に、国の防
災基本計画や県の地域防災計画の修正状況等を踏まえ、助言や指導事務を実施する。

総務部 危機管理室
男女のニーズの違い
などに配慮した物資の
備蓄

0 継続
災害等に備え、食料や資機材等の物資を備蓄している。
男女のニーズの違いに配慮し、生理用品を備蓄している。

総務部 危機管理室
群馬県避難所運営ガ
イドラインの周知・普及
推進

0 継続
市町村等の避難所運営担当職員や避難所運営に携わる方が円滑な避難所運営を行う
ための指針として、群馬県避難所運営ガイドラインを周知する。

総務部 消防保安課
県婦人（女性）防火ク
ラブ指導者育成研修
会

0 継続
家庭や地域において火災予防や防災を目的に活動している県内の婦人（女性）防火クラ
ブ幹部を対象に、地区の指導者として必要な知識を習得し、婦人（女性）防火クラブの健
全な育成、活動の強化・促進を図るため、研修会を開催する。

生活文化ス
ポーツ部

県民生活課
災害ボランティアネット
ワーク

180 継続
災害ボランティア活動のネットワーク組織である｢災害ボランティアぐんま」を支援し、災害
時に迅速かつ適切に活動できる体制を整備する。

生活文化ス
ポーツ部

ぐんま男女共
同参画センター

とらいあんぐるん防災
基礎講座

※ 継続
防災・減災に対する基礎的な知識と心構えや災害対応時には男女両方の視点が必要で
あることを学ぶための講座を開催する。

科学技術や製造分野における取組の推進

防災分野における取組の推進

男女共同参画の視点を踏まえた防災対策
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第３部 男女共同参画に関する主な指標等 

 

１ 男女共同参画をとりまく状況 

 国勢調査によると、群馬県の人口は、平成１７年から減少に転じています。晩婚化、未婚化が進

む中、合計特殊出生率はここ数年増加の傾向にあるとはいえ、人口を維持するために必要な水準を

下回っており、今後長期的に人口減少と高齢化が続くと予測されます。その結果起こると予想され

る、家族形態の変化や深刻な労働力不足に対応するためにも、男女共同参画の推進が求められてい

ます。 

 

（１）群馬県の年齢区分別人口と高齢化率の推移 

 国勢調査では、本県の生産年齢人口（１５～６４歳）は、平成１２年以降減少しており、今後

も減少していくことが予想されます。 

 一方、老年人口（６５歳以上）は、昭和２５(1950)年以降急速な増加を続け、平成２２(2010)

年には昭和２５年の６倍を超える４７万５２０人となりました。県の総人口は昭和２５年の 

約１．２５倍であることから、老年人口の増加がきわめて急速であることがわかります。 

 

 

   資料出所：平成２２年以前は総務省「国勢調査」、平成２７年以降は国立社会保障・人口問題 

       研究所「都道府県別将来推計人口」（平成２５年３月推計） 

 

（２）合計特殊出生率の推移 

 一人の女性が生涯に生む子どもの平均の数を表す合計特殊出生率は、本県、全国ともに、近年

は増加傾向にあります。 

本県は常に全国平均を上回る数値で推移していましたが、平成２４年にはじめて全国平均を下

回りました。平成２８年は１．４８と回復し、全国平均１．４４を上回りましたが、依然として

現在の人口を維持するために必要とされる２．０７（人口置換水準）を大きく下回っています。 
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    資料出所：厚生労働省「人口動態統計」、国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」 

 

（３）日本創世会議・人口減少問題検討分科会の将来人口推計 

人口減少は日本全国で深刻さを増していますが、本県においても人口減少は続いており、

日本創世会議の公表資料では県内２０市町村が将来的に消滅する可能性があると分類される

など、人口減少問題は喫緊の課題となっています。 

 

 
        資料出所：日本創世会議・人口減少問題検討分科会発表資料より作成（2014 年） 
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２ 制度・慣行の見直しと意識の改革 

 社会の様々な領域における制度や慣行の中には、根強い固定的な性別役割分担意識が残り、各人

が個性と能力を発揮することを妨げている場合があります。このような制度・慣行の見直しと、「男

女共同参画」についての正しい理解を進める事が、男女共同参画社会づくりを進める上で重要です。 

 

（１） 分野別男女の地位が平等と感じている人の割合 

意識調査の結果からは、調査したいずれの分野においても男性よりも女性の方が平等と感じ

ている割合が少なく、また、国との比較では、男性も女性も全国平均より平等と感じる割合が

少なくなっています。

 

           分野別男女の地位が平等と感じている人の割合（H26 年度 女性） 

 

 

    

           分野別男女の地位が平等と感じている人の割合（H26 年度 男性）  

             資料出所：群馬県「男女共同参画にかかる県民意識調査」（平成２６年度） 

                     国「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成２４年度） 
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３ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

 現在、様々な分野への女性の参画は拡大傾向にありますが、政策・方針決定過程に参画する女性

は、まだ少ないのが現状です。男女共同参画社会の形成にあたっては、男女が社会の対等な構成員

として、政策・方針決定過程に参画していくことが重要です。 

 

（１）県の審議会等への女性の参画状況の推移 

 県の審議会等に占める女性の割合については、「群馬県男女共同参画基本計画（第４次）」にお

いて、目標を「平成３２年度までに４０．０％以上（構成員の男女比については均衡を要する）」

と設定しています。 

女性の参画率は毎年増加しており、平成２８年度には３７．２％となっています。 
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                   資料出所：群馬県人権男女・多文化共生課調べ 

 

４ 地域活動への女性の参画の拡大 

 活力ある地域づくりのためには男女共同参画の視点は欠かせません。少子高齢化が進み、地域に

おける人々のつながりの希薄化や社会環境の変化の中で、地域力を高めていくためには、女性も男

性も個性と能力を発揮し、多様性に富んだ活力ある地域を形成していくことが重要です。だれもが

活躍し、安心して暮らせる社会にするために、男女共同参画の視点に立った協働、参画型社会を推

進していくことが必要です。 
 

（１）県の女性自治会長の割合の推移 

 県の自治会長（区長）の女性割合は平成２８年度調査で０．５％と全国平均の５．０％に比べ

低い状況にあります。全国順位も平成２４年度から５年連続で最下位となっています。 
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資料出所：内閣府調査(H28) 

審議会等への女性参画率（％） 
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５ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

  女性に対する暴力（配偶者・恋人からの暴力（ＤＶ）、性犯罪、ストーカー、セクシュアル・ハ

ラスメントなど）は女性の人権に対する重大な侵害であり、その根絶は男女共同参画社会を実現す

るためには必ず達成しなければならない重要課題です。 

  ＤＶ被害者からの相談件数は増加傾向にありますが、暴力を受けても誰（どこ）にも相談しない

被害者が多いのが現状です。 

 

（１）相談件数の推移とＤＶ相談の状況（群馬県） 

 県の女性相談センターに寄せられた、ＤＶ相談の件数は、平成２５年から２千件前後で推移し

ていましたが、平成２８年度は１，４８５件と減少しています。 

一方、警察が受けた相談件数は、平成２５年から１千件前後で推移し、平成２８年は９１４件

となっています。 
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  ※女性相談センターは年度、警察は暦年で集計 

             資料出所：群馬県人権男女・多文化共生課調べ、群馬県警察本部調べ 

 

（２）暴力被害者の相談状況（群馬県） 

 夫婦・恋人間で暴力被害を受けて、「誰（どこ）にも相談しなかった」は５３．６％で過半数を

占めており、男性については約 7割が相談していない状況です。また、公的相談窓口へ相談した
人の割合は極めて少数となっています。

 
            資料出所：群馬県「男女共同参画にかかる県民意識調査」（平成２６年度） 
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６ 家庭・雇用の場における男女共同参画、仕事と生活の調和 

 少子高齢化の急速な進展による人口構成の変化や経済社会構造の変化等を背景に、女性の就業が

期待される傾向が見られ、これまで以上に女性が働く環境の整備や、男性の職場中心のライフスタ

イルからの転換が求められています。長時間労働の抑制、仕事と家庭の両立支援を進め、特に育児

や介護などを行いながら、仕事を続けたいと願う男女が、多様な働き方を選択できる支援策を進め

ていく必要があります。 

 

（１）仕事と生活の調和（群馬県） 

 仕事・家庭生活・地域活動の優先度の理想と現実について、男女とも希望するのは「仕事と家

庭生活をともに優先」（男性４１．８％、女性３７．６％）がそれぞれ約 4 割で最も多くなってい

ます。しかし、現実としては、女性は「仕事を優先」「家庭を優先」がそれぞれ約３割、男性は「仕

事を優先」が５割以上となっており、理想と現実が一致していない傾向がうかがえます。 

 

            資料出所：群馬県「男女共同参画にかかる県民意識調査（平成２６年度） 

 

（２）男性の育児休業取得について 

 平成２６年度に実施した調査では、男女とも「男性もできれば取得する方がよいが、環境が整

っていない」（男性７２．３％、女性７３．１％）が７割以上で特に高く、次いで「男性も積極的

に取得する方がよい」(女性１９．０％、男性１８．０％)が約２割となっています。 

 全国の取得状況は次のとおりです。 
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  資料出所：平成２８年度雇用均等基本調査（厚生労働省） 
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第４部　県内市町村の状況

1　男女共同参画行政担当課一覧

担当課 連絡先 電話番号

市民部生活課男女共同参画センター 371-0023
前橋市本町1-5-2
職員研修会館１階

027(898)6517

市民部人権男女共同参画課男女共同参画担当 370-3531
高崎市足門町1669-2
市民活動センターｿｼｱｽ内

027(329)7118

市民生活部市民生活課男女共同参画推進・生活係 376-8501 桐生市織姫町1-1 0277(46)1111 内317

市民部人権課男女共同参画係 372-8501 伊勢崎市今泉町2-410 0270(24)5111 内2202

市民生活部市民そうだん課人権擁護・市民活動支援係 373-8718 太田市浜町2-35 0276(47)1912 内2442

市民部生活課協働推進係 378-0053 沼田市東原新町1801-72 0278(22)8444

市民環境部市民協働課市民協働係 374-8501 館林市城町1-1 0276(72)4111 内687

市民部市民生活課ＮＰＯ・ボランティア係 377-8501 渋川市石原80 0279(22)2463 内4316

企画部自治交流課地域づくり係 375-8601 藤岡市中栗須327 0274(22)1211 内2215

市民生活部市民課市民生活係 370-2316 富岡市富岡1439-1 0274(62)8362

市民部市民生活課市民協働係 379-0192 安中市安中1-23-13 027(382)1111 内1139

総務部企画課地域連携係 379-2395 みどり市笠懸町鹿2952 0277(76)0962

榛 東 村 住民生活課民生係 370-3593 榛東村新井790-1 0279(54)2211 内122

吉 岡 町 町民生活課町民サービス室 370-3692 吉岡町下野田560 0279(54)3111 内145

上 野 村 総務課総務係 370-1614 上野村川和11 0274(59)2111 内13

神 流 町 総務課企画係 370-1592 神流町万場90-6 0274(57)2111 内118

下 仁 田 町 福祉保険課福祉係 370-2601 下仁田町下仁田682 0274(64)8803

南 牧 村 総務課総務係 370-2806 南牧村大日向1098 0274(87)2011 内21

甘 楽 町 教育委員会社会教育課社会教育係 370-2292 甘楽町小幡183 0274(74)3131 内521･530

中 之 条 町 企画政策課企画調整係 377-0494 中之条町中之条町1091 0279(75)8846 内125

長 野 原 町 教育委員会教育課社会教育係 377-1392 長野原町長野原67-3 0279(80)1022

嬬 恋 村 総合政策課地域振興係 377-1692 嬬恋村大前110 0279(96)1257

草 津 町 教育委員会社会教育係 377-1711 草津町草津449-2 0279(88)0005

高 山 村 総務課庶務係 377-0792 高山村中山2856-1 0279(63)2111 内12

東 吾 妻 町 企画課広報統計係 377-0892 東吾妻町原町594-3 0279(68)2111 内223

片 品 村 保健福祉課福祉係 378-0498 片品村鎌田3967-3 0278(58)2111 内235

川 場 村 総務課総務係 378-0101 川場村谷地2390-2 0278(52)2111 内112

昭 和 村 教育委員会事務局社会教育係 379-1203 昭和村糸井405-1 0278(24)5120

みなかみ町 町民福祉課障害・福祉グループ 379-1393 みなかみ町後閑318 0278(25)5011

佐 波 郡 玉 村 町 経営企画課企画政策係 370-1192 玉村町下新田201 0270(65)2511 内291

板 倉 町 福祉課子育て支援係 374-0192 板倉町板倉2067 0276(82)1111 内313

明 和 町 介護福祉課福祉係 370-0795 明和町新里250-1 0276(84)3111 内153

千 代 田 町 住民福祉課福祉係 370-0598 千代田町赤岩1895-1 0276(86)7000

大 泉 町 企画部国際協働課国際協働係 370-0523 大泉町日の出55-1 0276(63)3111　内213

邑 楽 町 住民課住民相談係 370-0692 邑楽町中野2570-1 0276(88)5511 内161

（平成29年4月１日現在）

市町村

北群馬郡

多 野 郡

甘 楽 郡

吾 妻 郡

前 橋 市

高 崎 市

桐 生 市

伊勢崎市

太 田 市

沼 田 市

館 林 市

渋 川 市

藤 岡 市

富 岡 市

安 中 市

みどり市

邑 楽 郡

利 根 郡
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２　地方自治法（第２０２条の３）に基づく審議会等の女性の登用状況

女性 女性
うち女性委員を含 うち女性委員等 比率 うち女性委員 うち女性委員 比率
む数（広域除く） 数（広域除く） （％） を含む数 等数 （％）

1 前 橋 市 46 37 709 161 22.7% - - - - -

2 高 崎 市 50 45 915 223 24.4% - - - - -

3 桐 生 市 37 27 595 91 15.3% - - - - -

4 伊勢崎市 46 38 772 169 21.9% - - - - -

5 太 田 市 34 25 544 113 20.8% - - - - -

6 沼 田 市 21 15 334 50 15.0% 2 2 38 12 31.6%

7 館 林 市 35 26 388 88 22.7% 4 3 102 20 19.6%

8 渋 川 市 21 14 289 60 20.8% 1 1 31 13 41.9%

9 藤 岡 市 29 26 554 97 17.5% 1 1 30 11 36.7%

10 富 岡 市 28 24 333 76 22.8% 2 2 30 8 26.7%

11 安 中 市 28 24 384 101 26.3% - - - - -

12 みどり市 29 23 395 92 23.3% - - - - -

13 榛 東 村 10 10 156 31 19.9% - - - - -

14 吉 岡 町 19 13 182 36 19.8% - - - - -

15 上 野 村 9 5 92 18 19.6% - - - - -

16 神 流 町 20 15 195 59 30.3% - - - - -

17 下仁田町 9 6 111 12 10.8% - - - - -

18 南 牧 村 11 7 87 17 19.5% - - - - -

19 甘 楽 町 13 12 153 38 24.8% - - - - -

20 中之条町 25 10 276 16 5.8% 3 1 33 6 18.2%

21 長野原町 13 9 147 16 10.9% - - - - -

22 嬬 恋 村 18 13 202 36 17.8% - - - - -

23 草 津 町 15 8 226 22 9.7% - - - - -

24 高 山 村 11 9 133 25 18.8% - - - - -

25 東吾妻町 9 8 121 23 19.0% - - - - -

26 片 品 村 10 9 105 14 13.3% - - - - -

27 川 場 村 13 7 173 31 17.9% - - - - -

28 昭 和 村 8 5 116 27 23.3% - - - - -

29
みなかみ
町

23 11 275 46 16.7% - - - - -

30 玉 村 町 28 21 283 71 25.1% - - - - -

31 板 倉 町 13 7 205 23 11.2% - - - - -

32 明 和 町 13 12 226 36 15.9% - - - - -

33 千代田町 13 11 152 27 17.8% - - - - -

34 大 泉 町 23 21 265 83 31.3% - - - - -

35 邑 楽 町 19 13 235 68 28.9% - - - - -

   　（平成29年4月１日現在）

　 ※法令・条例で設置されている地方自治法に基づく審議会等です。         　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　 ①要綱等により設置されているものは含みません。                       

  　 ②女性委員のいない審議会等も含みます。                              

  　 ③介護認定審査会等複数の自治体を含む広域圏で設置している審議会等がある場合は、右側の欄に記入しています。

 

市町村

審議会等数 総委員数 審議会等数 総委員数

（広域除く） （広域除く） （広域のみ） （広域のみ）
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３　市町村男女共同参画計画・男女共同参画条例の策定状況

（１）市町村男女共同参画計画の制定状況

 

市町村 名　　　　　　称 期　　間 策 定 年 月

前 橋 市 　まえばしＷｉｎｄプラン２０１４ 　26年度～33年度 　平成26年 3月

高 崎 市 　高崎市第３次男女共同参画計画 　25年度～29年度 　平成25年 3月

桐 生 市 　桐生市男女共同参画計画 　28年度～32年度 　平成28年 3月

伊勢崎市 　第２次伊勢崎市男女共同参画計画 　27年度～31年度 　平成27年 3月

太 田 市 　第２次太田市男女共同参画基本計画 　25年度～29年度 　平成25年 3月

沼 田 市 　沼田市第３次男女共同参画計画 　28年度～32年度 　平成28年 3月

館 林 市   たてばやし男女共同参画プランⅤ 　29年度～33年度 　平成29年 3月

渋 川 市 　渋川市男女共同参画計画後期計画 　26年度～30年度 　平成26年 3月

富 岡 市 　第２次富岡市男女共同参画基本計画 　26年度～30年度 　平成26年 3月

安 中 市 　第２次安中市男女共同参画計画 　26年度～30年度 　平成26年 3月

みどり市 　第２次みどり市男女共同参画プラン 　27年度～31年度 　平成27年 3月

榛 東 村   第２次榛東村男女共同参画基本計画 　29年度～38年度 　平成29年 3月

大 泉 町 　第三次大泉町男女共同参画推進計画 　28年度～32年度 　平成28年 3月

（平成29年４月１日現在）

 （２）市町村男女共同参画条例の制定状況

 

市町村 施　　行　　日

前 橋 市 　平成15年 4月 1日

高 崎 市 　平成21年 4月 1日

館 林 市 　平成17年 4月 1日

（平成29年４月１日現在）

４　男女共同参画計画・女性のための総合的な施設設置状況（県・市町村）

（１）県

 

名　　　　　　称 設置年月 施設形態

群 馬 県
ぐんま男女共同参画センター
愛称：とらいあんぐるん

　平成21年 4月1日 単独施設

（平成29年４月１日現在）

（２）市町村

 

市町村 名　　　　　　称 設置年月 施設形態

前 橋 市 前橋市男女共同参画センター 　平成26年 4月1日 複合施設

高 崎 市 高崎市男女共同参画センター 　平成24年 4月1日 複合施設

（平成29年４月１日現在）

名　　　　　　　称

　まえばし男女共同参画推進条例

　高崎市男女共同参画推進条例

　館林市男女共同参画推進条例
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第５部 資料

１ 群馬県男女共同参画推進条例
（平成十六年三月二十四日条例第二十三号）

目 次

第一章 総則（第一条～第七条）

第二章 基本的施策（第八条～第十条）

第三章 男女共同参画の促進（第十一条～第十六条）

第四章 性別による差別的取扱いの禁止等（第十七条～

第十九条）

第五章 群馬県男女共同参画推進委員会（第二十条～第

二十二条）

附 則

第一章 総則

（目的）

第一条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本

理念を定め、並びに県、県民及び事業者の責務を明らか

にするとともに、県の施策の基本となる事項を定めるこ

とにより、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進し、

もって男女共同参画社会の実現を図ることを目的とす

る。

（定義）

第二条 この条例において、「男女共同参画」とは、男

女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって

社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保

され、もって男女が個人の能力に応じて均等に利益を享

受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。

（基本理念）

第三条 男女共同参画は、男女の個人としての尊厳が重

んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを受け

ないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保

されることその他の男女の人権が尊重されることを旨と

して、推進されなければならない。

２ 男女共同参画の推進に当たっては、社会における制

度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映し

て、男女の社会における活動の選択に対して中立でない

影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻

害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会に

おける制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に

対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように

配慮されなければならない。

３ 男女共同参画は、男女が、社会の対等な構成員とし

て、県における政策又は民間の団体における方針の立案

及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨

として、推進されなければならない。

４ 男女共同参画は、家族を構成する男女が、相互の協

力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の

家庭生活における活動について家族の一員としての役割

を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うこと

ができるようにすることを旨として、推進されなければ

ならない。

５ 男女共同参画の推進は、国際社会における取組と密

接な関係を有していることにかんがみ、国際的協調の下

に行われなければならない。

（県の責務）

第四条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、男女共同参画の推進に関する施

策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（県民の責務）

第五条 県民は、社会のあらゆる分野において、基本理

念にのっとり、男女共同参画の推進に努めなければなら

ない。

（事業者の責務）

第六条 事業者は、その事業活動に関し、基本理念にの

っとり、男女共同参画の推進に努めなければならない。

（年次報告の公表）

第七条 知事は、毎年、男女共同参画の推進の状況及び

男女共同参画の推進に関する県の施策の実施状況につい

て、報告書を作成し、これを公表するものとする。

第二章 基本的施策

（男女共同参画基本計画）

第八条 知事は、男女共同参画社会基本法（平成十一年

法律第七十八号）第十四条第一項に規定する男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「基本計画」という。）を定めるものとし、基

本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、県民及び事

業者の意見を反映することができるよう必要な措置を講

ずるとともに、群馬県男女共同参画推進委員会の意見を

聴くものとする。

２ 前項の規定は、基本計画の変更について準用する。

（学習の機会の提供）

第九条 県は、県民及び事業者が男女共同参画に関する

理解を深めるため、男女共同参画に関する学習の機会の

提供に努めるものとする。

（施策に対する意見の申出）

第十条 県民及び事業者は、県が実施する男女共同参画

の推進に関する施策又は男女共同参画に影響を及ぼすと

認められる施策について、県に意見を申し出ることがで

きるものとする。

２ 県は、前項の規定による意見の申出を処理するに当

たって特に必要があると認めるときは、群馬県男女共同

参画推進委員会に意見を聴くものとする。

第三章 男女共同参画の促進

（附属機関等における委員等の構成）

第十一条 県は、附属機関（地方自治法（昭和二十二年

法律第六十七号）第百三十八条の四第三項の規定に基づ

く附属機関をいう。）その他これに準ずるものにおける

委員その他の構成員を任命し、又は委嘱する場合は、構

成員の男女の数について、できる限り均衡を図るよう努

めるものとする。

（県民等との協働）

第十二条 県は、男女共同参画を推進するため、市町村、

県民及び事業者との協働に努めるとともに、市町村、県

民及び事業者が行う男女共同参画の推進に関する活動を

支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。

（地域・職場等における環境の整備）

第十三条 県は、男女が、その属する地域、職場その他

の分野において、その個性と能力を十分に発揮し、対等

な構成員として方針の立案及び決定に参画する機会が確

保されるために必要な環境を整備するよう努めるものと

する。

（子育て環境の整備）

第十四条 県は、男女共同参画を推進するため、男女が、

相互の協力と地域及び職場の支援の下に、安心して子ど

もを生み、育てられるよう、必要な環境を整備するよう

努めるものとする。
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（男女共同参画推進員の設置等）

第十五条 事業者は、事業活動における男女共同参画を

推進するため、男女共同参画の推進に係る普及啓発その

他の活動を行う者（以下「男女共同参画推進員」という。）

を置くよう努めるものとする。

２ 県は、男女共同参画推進員の活動を支援するために

必要な措置を講ずるものとする。

（報告）

第十六条 県は、事業者に対し、この条例の施行に必要

な限度において、男女共同参画の推進の状況について、

報告を求めることができる。

第四章 性別による差別的取扱いの禁止等

（性別による権利侵害の禁止）

第十七条 何人も、社会のあらゆる分野において、性別

による差別的取扱いをしてはならない。

２ 何人も、異性に対する暴力的行為（身体的又は精神

的な苦痛を与える行為をいう。以下同じ。）を行っては

ならない。

３ 何人も、セクシュアル・ハラスメント（性的な言動

により相手方の生活環境を害する行為又は性的な言動に

対する相手方の対応によってその者に不利益を与える行

為をいう。）を行ってはならない。

（相談体制の整備）

第十八条 県は、性別による差別的取扱いその他の男女

共同参画の推進を阻害する要因によって人権を侵害され

た者に対して適切に対応するため、必要な相談体制を整

備するよう努めるものとする。

（被害者の支援等）

第十九条 県は、異性に対する暴力的行為を受けた者に

対し、必要な助言、自立のための支援、施設への一時的

な入所等による保護その他必要な措置を講ずるものとす

る。

第五章 群馬県男女共同参画推進委員会

（設置）

第二十条 基本計画その他男女共同参画の推進に関する

基本的かつ総合的な施策及び重要事項を調査審議するた

め、群馬県男女共同参画推進委員会（以下「委員会」と

いう。）を置く。

（組織等）

第二十一条 委員会は、委員十五人以内で組織する。

２ 委員は、男女共同参画の推進に関し学識経験を有す

る者その他適当と認める者のうちから、知事が任命する。

３ 前項の委員のうち、男女のいずれか一方の委員の数

は、第一項に規定する委員の総数の十分の四未満であっ

てはならない。

４ 委員の任期は、二年とし、再任を妨げない。ただし、

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（運営事項の委任）

第二十二条 この章に定めるもののほか、委員会の組織

及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成十六年四月一日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際、現に定められている基本計画

は、この条例に規定する手続により定められた基本計画

とみなす。

２ 男女共同参画社会基本法
（平成十一年六月二十三日法律第七十八号）

最終改正 平成十一年十二月二十二日法律第百六十号

目次

前文

第一章 総則（第一条―第十二条）

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的

施策（第十三条―第二十条）

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条）

附則

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下

の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組

が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進め

られてきたが、なお一層の努力が必要とされている。

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我

が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、

性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮する

ことができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題と

なっている。

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現

を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置

付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重

要である。

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念

を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地

方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する

取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制

定する。

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社

会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実

現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形

成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及

び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定める

ことにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画

的に推進することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構

成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野に

おける活動に参画する機会が確保され、もって男女が均

等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受する

ことができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成する

ことをいう。

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間

の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のい

ずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することを

いう。

（男女の人権の尊重）

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人として

の尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取

扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する

機会が確保されることその他の男女の人権が尊重される

ことを旨として、行われなければならない。

（社会における制度又は慣行についての配慮）

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会に

おける制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等
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を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中

立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の

形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんが

み、社会における制度又は慣行が男女の社会における活

動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものと

するように配慮されなければならない。

（政策等の立案及び決定への共同参画）

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対

等な構成員として、国若しくは地方公共団体における政

策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同し

て参画する機会が確保されることを旨として、行われな

ければならない。

（家庭生活における活動と他の活動の両立）

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男

女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族

の介護その他の家庭生活における活動について家族の一

員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の

活動を行うことができるようにすることを旨として、行

われなければならない。

（国際的協調）

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会にお

ける取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男

女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなけ

ればならない。

（国の責務）

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参

画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」と

いう。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総

合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共

同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策

及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施

策を策定し、及び実施する責務を有する。

（国民の責務）

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会

のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共

同参画社会の形成に寄与するように努めなければならな

い。

（法制上の措置等）

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置

その他の措置を講じなければならない。

（年次報告等）

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の

形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策についての報告を提出しなければなら

ない。

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会

の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成

し、これを国会に提出しなければならない。

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的

施策

（男女共同参画基本計画）

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共

同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男

女共同参画基本計画」という。）を定めなければならな

い。

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について

定めるものとする。

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため

に必要な事項

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、

男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め

なければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があ

ったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表し

なければならない。

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更につ

いて準用する。

（都道府県男女共同参画計画等）

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案し

て、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都

道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければな

らない。

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項につ

いて定めるものとする。

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべ

き男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的か

つ計画的に推進するために必要な事項

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女

共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基

本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）

を定めるように努めなければならない。

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画

又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。

（施策の策定等に当たっての配慮）

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の

形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実

施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮し

なければならない。

（国民の理解を深めるための措置）

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、

基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を

講じなければならない。

（苦情の処理等）

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影

響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のた

めに必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の男

女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵

害された場合における被害者の救済を図るために必要な

措置を講じなければならない。

（調査研究）

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同

参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必

要な調査研究を推進するように努めるものとする。

（国際的協調のための措置）

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調

の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の

交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相

互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるよ
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うに努めるものとする。

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共

同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するた

め、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努め

るものとする。

第三章 男女共同参画会議

（設置）

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」

という。）を置く。

（所掌事務）

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規

定する事項を処理すること。

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各

大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審

議すること。

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要が

あると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対

し、意見を述べること。

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共

同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると

認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意

見を述べること。

（組織）

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもっ

て組織する。

（議長）

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。

２ 議長は、会務を総理する。

（議員）

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理

大臣が指定する者

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する

者のうちから、内閣総理大臣が任命する者

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総

数の十分の五未満であってはならない。

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の

議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満

であってはならない。

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。

（議員の任期）

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年と

する。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間

とする。

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができ

る。

（資料提出の要求等）

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必

要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監

視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開

陳、説明その他必要な協力を求めることができる。

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要が

あると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対し

ても、必要な協力を依頼することができる。

（政令への委任）

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及

び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政

令で定める。

附 則（平成十一年六月二三日法律第七八号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

（男女共同参画審議会設置法の廃止）

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七

号）は、廃止する。

附 則 （平成十一年七月十六日法律第百二号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平

成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。

（施行の日＝平成十三年一月六日）

一 略

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第

二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 公布の日

（委員等の任期に関する経過措置）

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲

げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他の職

員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、

当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの

法律の規定にかかわらず、その日に満了する。

一から十まで 略

十一 男女共同参画審議会

（別に定める経過措置）

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律

で定める。

附 則 （平成十一年十二月二十二日法律第百六十号）

抄

（施行期日）

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平

成十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

（以下略）
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３ 男女共同参画に関する国内外の動き

年 世 界 日 本 群 馬

昭和５０年 ・国際婦人年 ・婦人問題企画推進本部設置

(1975) ・国際婦人年世界会議開催 ・婦人問題企画推進会議設置

(メキシコシティー） ・婦人問題担当室設置

・「世界行動計画」の採択 ・「国際婦人年」日本会議

・国連婦人の十年('76～'85）宣言

・ＩＬＯ｢婦人労働者の機会及び

待遇均等等を促進するための行

動計画」採択

昭和５１年 ・ＩＬＯ婦人労働問題担当室設置 ・育児休業法施行(対象；女性教職

(1976) 員、看護婦、保母）

・民法等の一部を改正する法律施行

(離婚後も婚姻中の姓を称すること

ができる）

昭和５２年 ・「国内行動計画」策定

(1977) ・「国内行動計画前期重点目標」策定

・婦人の政策決定参加を促進する特

別活動推進要項決定

・国立婦人教育会館開館

昭和５３年 ・「国内行動計画」第１回報告 ・群馬県各種婦人団体連絡協議会

(1978) 結成

昭和５４年 ・国連婦人の十年アジア太平洋 ・県民生活部婦人児童課に婦人対策

(1979) 地域政府間会議(エスカップ) 係を設置

開催(ニューデリー） ・群馬県婦人問題懇談会の設置

・「女子差別撤廃条約」採択

昭和５５年 ・国連婦人の十年中間年世界会議 ・「国内行動計画」第２回報告 ・「新ぐんま婦人計画」の策定

(1980) 開催(コペンハーゲン）、「後半期 ・国連婦人の十年世界会議参加 ・群馬県婦人大学開催(第１回)

行動プログラム」採択 (「女子差別撤廃条約」への署名) ・婦人国外研修実施（第１回中国）

・「女子差別撤廃条約」署名式 ・群馬県婦人の集い開催

昭和５６年 ・「女子差別撤廃条約」発効 ・「民法及び家事審判法の一部を改正

(1981) ・ＩＬＯ、家族的責任条約採択 する法律」施行（配偶者の法定

(家族的責任を有する男女労働 相続分引き上げ等）

者の機会及び待遇の均等に関す ・「国内行動計画後期重点目標」策定

る条約）(第１５６号）

昭和５７年 ・群馬県婦人会議開催

(1982) ・婦人問題懇談会提言

昭和５８年 ・婦人少年問題審議会婦人労働部会 ・婦人問題懇談会報告書

(1983) 「男女雇用平等法審議」中間報告 ・婦人問題意識調査実施

・中国婦人代表招へい(第1回)

昭和５９年 ・ナイロビ世界会議のためのアジ ・総理府「アジア太平洋地域婦人シ ・中国からの招請による婦人代表団

(1984) ア太平洋地域政府間準備会議 ンポジウム」開催 派遣（第１回）

（エスカップ）開催（東京）
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昭和６０年 ・国連婦人の十年世界会議開催 ・国籍法及び戸籍法の一部を改正す ・婦人問題懇談会報告書

(1985) （ナイロビ）、「婦人の地位向上の る法律の施行（父系血統主義から ・国連婦人の十年最終年記念群馬県

ためのナイロビ将来戦略 」採択 父母両系血統主義へ、配偶者の帰 大会

化条件の差異の解消）

・「男女雇用機会均等法」成立

・「女子差別撤廃条約」の批准

昭和６１年 ・労働基準法一部改正施行（女子保

(1986) 護規定の緩和等）

・「婦人問題企画推進会議」にかえ

て「婦人問題企画推進有識者会議」

設置

・「男女雇用機会均等法」施行

・「国民年金等の一部を改正する法

律」施行

昭和６２年 ・「西暦２０００年に向けての新国内

(1987) 行動計画」策定

昭和６３年 ・労働基準法の一部改正施行（労働

(1988) 時間の短縮等）

平成元年 ・１９９４年を国際家族年とする ・日本青年館で男中心の結婚観や人 ・「群馬県における婦人対策につい

(1989) ことを採択 間関係を見直し自立した男になる て－西暦２０００年に向けて男女

ことを目指した「花婿学校」開講 共同参画型社会を－」報告書提出

平成２年 ・国連経済社会理事会「婦人の地 ・「西暦２０００年に向けての新国

(1990) 位向上のためのナイロビ将来戦 内行動計画」の見直し方針決定

略の実施に関する第１回見直し

と評価に伴う勧告及び結論」

採択

・ＩＬＯ、「夜業に対する条約」

採択

平成３年 ・ＯＥＣＤ（海外経済協力基金） ・「西暦２０００年に向けての新国内 ・「新ぐんま２０１０」の中に女性

(1991) 「開発と女性配慮のための指針」 行動計画（第１次改訂）」策定 対策を主要な柱として位置付け、

策定 策定

・女性に関する意識調査実施

・北海道・東北・関東甲信越地区婦

人問題推進地域会議開催（水上町）

平成４年 ・「育児休業法」施行

(1992) ・「婦人問題担当大臣」任命

・第２回アジア女性会議開催

平成５年 ・国連総会で「女性に対する暴力 ・「第１回婦人問題に関する全国女性 ・新ぐんまプラン委員会の設置

(1993) 撤廃宣言」採択 ﾘｰﾀﾞｰ会議」開催 ・「新ぐんま女性ﾌﾟﾗﾝ」の策定

・中学校での家庭科の男女必修完全 ・「群馬県女性行政推進連絡会議」

実施 の設置

・「短時間労働者の雇用管理の改善等

に関する法律（パートタイム労働

法）」施行
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平成６年 ・「開発と女性」に関する第２回 ・高等学校での家庭科の男女必修完 ・県民生活課に女性政策室設置

(1994) アジア・太平洋大臣会議開催 全実施 ・「群馬県女性人材ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ」の

（ジャカルタ） ・男女共同参画室の設置 構築

・国際人口開発会議開催（カイロ） ・男女共同参画審議会の設置

・ＩＬＯ、「パートタイム労働に関 ・男女共同参画推進本部の設置

する条約」採択

・列国会議同盟（ＩＰＵ）「政治活

動における男女間の不均衡是正

のためのＩＰＵ行動計画」採択

平成７年 ・第４回世界女性会議開催（北京）、 ・ＩＬＯ第１５６号条約（家族的責 ・「ぐんま女性白書'95」発行

(1995) 「北京宣言」と「行動綱領」採択 任条約）を批准

・育児・介護休業法成立

平成８年 ・ＩＬＯ、「家内労働条約」採択 ・法制審議会総会で「婚姻制度等に ・男女共同参画社会をきずくための

(1996) 関する民法改正要綱案」（選択的夫 意識調査実施

婦別姓の導入）を決定 ・「ぐんま女性白書'96」発行

・男女共同参画審議会が「男女共同 ・新ぐんま女性プラン委員会提言

参画ビジョン」を答申 （ﾌﾟﾗﾝ後期について）

・「男女共同参画２０００年ﾌﾟﾗﾝ」

策定

・優生保護法を母体保護法に改正

平成９年 ・男女共同参画審議会を、法律に基 ・「ぐんま女性白書'97」発行

(1997) づく恒久的なものとして総理府に ・「ぐんまｳｨﾒﾝｽﾞ・ﾈｯﾄ」発足(～H23)

設置

・男女雇用機会均等法、労働基準法

等の改正（施行は平成１１年４月）

・参議院創設５０周年記念「女性国

会」開催

・介護保険法公布（施行は平成１２

年４月）

平成１０年 ・特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法） ・「ぐんま女性白書'98」発行

(1998) 公布 ・父と子の自慢料理コンテスト

・男女共同参画審議会が「男女共同 開催

参画基本法」について答申 ・「'98福島・群馬・新潟３県女性ｻ

ﾐｯﾄ」を新潟県で開催

平成１１年 ・「男女共同参画社会基本法」公布、 ・女性のための県政参画講座開催

(1999) 施行 (～H17)

・「食料・農業・農村基本法」の公布、 ・「'99新潟・福島・群馬三県女性ｻ

施行（女性の参画の促進を規定） ﾐｯﾄ」を群馬県で開催

・男女共同参画審議会から「女性に ・１０代からの発信事業実施

対する暴力のない社会を目指して」 ・男女共同参画社会に関する県民

答申 意識調査実施

・「女性２０００年会議」を国連特 ・男女共同参画審議会から「男女共 ・新ぐんま女性プラン委員会提言

平成１２年 別総会として開催（ニュ－ヨ－ 同参画基本計画策定に当たっての ・「ぐんま女性白書2000」発行

(2000) ク）、「政治宣言」と「成果文書」 基本的な考え方」答申 ・「群馬・新潟・福島三県女性サミ

を採択 ・男女共同参画基本計画策定 ット2000」を福島県で開催

・中華婦女連との交流２０周年記念

事業実施
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平成１３年 ・省庁再編により内閣府に男女共同 ・「ぐんま男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ」策定

(2001) 参画局を設置 ・女性政策室を男女共同参画室に改

・男女共同参画会議の設置 称

・「配偶者からの暴力の防止及び被害 ・群馬県婦人会館を生涯学習課から

者の保護に関する法律」（ＤＶ防止 所掌替

法）公布・施行 ・群馬県男女共同参画推進協議会の

設置

・群馬県各種婦人団体連絡協議会を

群馬県女性団体連絡協議会に改称

・ぐんま男女共同参画プラン委員会

の設置

・女性に対する暴力実態調査実施

平成１４年 ・人権男女共同参画課設置

(2002) ・群馬県女性代表団及び群馬県女性

国外交流団が日中国交正常化３０

周年記念事業「日中女性北京の集

い」に参加

平成１５年 ・次世代育成支援対策推進法公布・ ・群馬県女性会館内に「女性相談支

(2003) 施行 援室」を設置

・女性相談所を保健福祉課から人権

男女共同参画課に移管

平成１６年 ・ＤＶ防止法改正・施行 ・群馬県男女共同参画推進条例制定

(2004) ・群馬県婦人会館を群馬県女性会館

に名称変更

・女性相談支援室と女性相談所の両

相談部門を統合し、女性相談セン

ターを女性会館内に開設

・群馬県男女共同参画推進委員会

設置

平成１７年 ・第４９回国連婦人の地位委員会 ・男女共同参画基本計画（第２次） ・中華婦女連との交流２５周年

(2005) （北京＋１０）閣僚級会合開催 閣議決定 ・「第４回世界女性会議１０周年記

（２～３月） ・育児・介護休業法改正・施行 念会議」派遣

平成１８年 ・男女雇用機会均等法、労働基準法 ・「群馬県男女共同参画基本計画

(2006) の改正（施行は平成１９年４月） （第２次）」策定

・「ぐんまＤＶ対策基本計画」策定

平成１９年 ・ＤＶ防止法改正（施行は平成２０

(2007) 年１月）

・仕事と生活の調和（ﾜｰｸﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）

憲章、仕事と生活のための行動指

針の策定

平成２０年 ・「女性の参画加速プログラム」男女 ・「ぐんまＤＶ対策基本計画(第２

(2008) 共同参画本部決定 次)」策定
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平成２１年 ・育児・介護休業法改正（施行は平 ・群馬女性会館閉館（３月末）

(2009) 成２２年６月） ・４月１日「ぐんま男女共同参画セ

ンター」設置。一般利用開始

５月１日

・女性相談センター、ぐんま男女共

同参画センターに移転

・男女共同参画社会に関する県民意

識調査実施

平成２２年 ・第５４回国連婦人の地位委員会 ・男女共同参画基本計画（第３次）

(2010) （北京＋１５）閣僚級会合開催 閣議決定

（３月）

平成２３年 ・国連の既存のジェンダー関連４ ・「群馬県男女共同参画基本計画

(2011) 機関を統合し、「ジェンダー平等 （第３次）」策定（３月）

と女性のエンパワーメントのた ・男女間の暴力に関する実態調査実

めの国連機関（UN Women）」発足 施

（１月）

平成２４年 ・女性相談センター移転（３月）

(2012) ・とらいあんぐるん相談室（男女共

同参画センター）相談開始（４月）

平成２５年 ・ＤＶ防止法改正（施行は平成２６ ・群馬県男女共同参画基本計画

(2013) 年１月） （第３次）中間年評価実施

・とらいあんぐるん相談室 土日相

談開始（８月）

平成２６年 ・「ぐんまＤＶ対策推進計画(第３

(2014) 次)」策定（３月）

・男女共同参画社会に関する県民意

識調査実施

平成２７年 ・第５９回国連婦人の地位委員会 ・女性活躍加速のための重点方針決

(2015) （北京＋２０）閣僚級会合開催 定

（３月） ・女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律成立（完全施行は

平成２８年４月）

・男女共同参画基本計画（第４次）

閣議決定

平成２８年 ・女性活躍加速のための重点方針 ・「群馬県男女共同参画基本計画

(2016) ２０１６決定 （第４次）」策定（３月）

平成２９年 ・女性活躍加速のための重点方針

(2017) ２０１７決定
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